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二O
O五
年四
月一
日の
個
人情
報保護法
(正
式名称|
「個
人情報
の保
護に関す
る
法律」)
の全
面施行
に伴
って
、
企業
に
とって
は、
顧客
の個
人情
報
の保
護は緊
要な課題と
なり、
そのため
の積
極的
な取り組
みが
なされ
てきた
ことと思
いま
す。
それに
比べ
て、
従業
員の個
人情
報の
保護
に
つい
て
は、
いかが
でしょう
か。
周知
のと
おり、
企業は
、
優れ
た人
材
を獲
得す
るため、
採用選考
時に
就
職応募者か
ら能力
や適性
に関する個人
情
報を取
得し、
それらを利用
する必要
が
あります。
また
、従
業員とな
った後
も、
企業は
、
満足の
いく
労働
力の提
供が
なされ
ている
か
どう
かをチ
ェッ
クし、
問題
があ
る場
合は指示
や指導
等を行うた
め、
従業
員の
職務遂行
にかかわ
る個
人情
報を
取得し
、
利用
する必
要が
あります。
他方、福利
厚
生の
ため
の給
付や
手当
の支給に際
しては、
家族、
住環境
およ
び
資産
等の個
人情報
を、
また従
業
員
の生
命や健
康へ
の配
慮、
つま
り労
働契約
上
の安
全配慮義務
の履
行のために
は、
健康情報を
取得
し利
用する
こ
とも
必要不可欠
です。
この
よう
に企業は
通常
、
従業員を
雇用し労
働力
の提
供を受
けるため、
大量の
多
種多様
な
個人
情報を従業
員から取
得し
利用
・保有し
てい
ま
す。
した
がっ
て、
従業員
の個
人情報
の
保護は
、
顧客
の個
人情
報の場
合と
同様
に重要な課
題で
あり、
そ
のため
の
積極
的な取
り組
み
が求
め
られて
いま
す。
それ
に加
えて
、
企業
内
に個人
情
報保護や
情
報セ
キ
ュリ
テ
ィへ
の意
識を
芽
生え
さ
せ、
ひい
ては、
企業
文化と
してそ
れを
醸成
させ
るため
にも、
企業に
よる
従
業員
の個
人情
報の
積極
的
な保
護が必要
不可欠で
す。
つま
り、
企業
自らが、
従業員
にと
っ
て大切な
彼
らの伺
人情
報を
適正
に取
り
扱い、
積極
的に保
護す
ることに
よ
っ
てはじめ
て、
「
自ら
の
個人情
報
も大
切にさ
れて
いる
」
と、
従業員
が実感し、
自己
情報と
同様
に企業
の顧
客情
報そ
の他
の
機密
情報を
適
正か
つ厳
重に
取
り扱おう
との
、
イン
セン
ティ
ブがよ
りい
っそ
う高
まるから
です
。
この
よう
な意味
にお
い
ても、
従業員
の個
人情報
の保
護は企業にと
って
重要な課題
である
とい
えます
。
個人情
報
をめ
ぐ
るト
ラブ
ルと
いえ
ば、
多く
の人
びとは、
個
人情報
の漏
え
いや
流
失の
こと
だ、
と思
われ
るかもしれ
ません。
しかし
実
際には、
それ以外に
も、
個人情報
の取
得
をはじ
め、
その利
用
・保
管、
第三
者への
提供等
の各
場面
にお
いて
、
いろいろ
なトラブ
ルが
従
来か
ら起
こっ
てき
ました。
たとえ
ば、
従業
員
等の個
人情報
の取
得に
つい
て
は、
採用
選考時の
申告
や
身元
調査
をはじ
め、
従業
員の
非
違行為
の調
査
や職
務遂行
の観
察
・監
視
を目
的
とし
て行
われる
所
持品
検
査、
盗聴
や無断録音、
さらには電
子メ
l
ルのモ
ニタ
リン
グ等
の適
法性
が裁
判所
で争
われ
てきま
した。
また、
健康
診
断にお
い
て本人
に無
断で、
HI
V感染
症やB
型肝炎な
ど社
会的差別
を
従業員の偶人 報保護とは
生じ
させるお
それ
のある健
康情報を収集し
て、
それを理由に従
業員を解雇
すると
い
った
事
件が
発生し
、
法定
・法定外
の健
康診断
の
あり
方自体も
、
従業
員のプ
ライ
バシ
保ー
護の観
点
から問
い直
さ
れていま
す。
個人情
報
の利
用
や保管
に
つい
て
は、
人材
派遣会社から
女性労働者
九万
人分の名
簿が持ち
出され、
イン
ター
ネ
ット
上で
「存
姿ラ
ンク
付き
(A
・B-
C)」
と銘
打っ
てそれが
売
買さ
ずさん
れる
とい
っ
た事件が
起
こり
、杜撰
な情報管理
だ
けではな
く、
女性
労働者
の個
人情報
の目
的
外利用も
しくは
差別
的な利用、
または、
誤った
印
象や
誤解を第
三
者に与
えるよ
う
な個人情
報の
コ
ドー
化の違
法性
が問わ
れました。
また、
個人情
報
の提
供に
つい
て
も、
派遣先企業が
本人
に無
断で
HI
V検
査を実
施し、
陽性
と
の結
果を本
人に
知らせ
るこ
とな
く
、派
遣元企業
に伝
えた
結果
、
派遣労
働者
が解雇さ
れる
と
いっ
た
事件が
生じ
ていま
す。
この
よ
うに、
従業員等
の個
人情報
をめ
ぐ
るトラ
ブ
ルは、
その取
得には
じまり、
利用
・保
管・
提供
など、
取り
扱い
のあら
ゆ
る場
面で生じ
うる
こと
に留意す
る必要
があり す。
個人
情報保護法
等
による
包括
的な規制が
加
えられ
るまで、
従業
員の
個人情報
をめ
ぐ
るト
ラブ
ル
への
法的対応
は
主に、
プラ
イ
バシ
やー
人格
権へ
の侵
害等
を理
由
とする
不
法行為等
に
基づ
く損
害賠償
請求と
いっ
た、
裁判所
による
事後的
救
済に
委ね
られ
てい
ま
した。
従業員等
の個
人情報を
めぐ
る問
題
状況
とその
保
護
のあ
り方
が国
レベ
ル
で検討
され
始
めた
のは、
一
九九0年
代後
半
に入
っ
てからで、
高度
情報社会
の進
展お
よび
個人情
報保
護
に関
す
るE
C指
令へ
の対
策のため
です
。
一
九九九年
には、
労働
市
場の自
由化を
図る職
業
安
定法お
よび
労働者派遣
法の
改
定に伴
い、
求職
者お
よび
派遣
労働者等
の個
人情報保
護
に関する
規
定
が新
設
され
、
さら
に二O
OO
年
には、
法的拘
束力
はあ
りま
せん
が、
「労働者
の個
人情
報保
護に関
する行
動指針」
(以
下
、「行動指針
」と
いう
)
が公
表さ
れて
いま
す。
その
後二
OO三
年
に、
個人
情報保
護
法が
つい
に制定さ
れ、
民間
部
門における個
人情報
の
適正な取
り扱
いに
関す
る
一般
的な
ル
l
ルが民
間事業者
の遵
守
すべ
き法律
上の
義務と
して
一不
され
るに
い
たりまし
た。
また、
同義
務の
履
行のため、
民間
事業
者が講
ずべ
き
具
体的な措置
等に
つい
て
、
事業
等
の分野
の特
性を
勘案
した各
種
の指
針が策
定
され
て
いま
す。
従業員等
の
個人
情報保護と
の関
係で問
題
となる
のは、
「個人情
報
の保
護に関
する法
律に
つい
ての経
済
産業
分野
を対
象
とするガ
イ
ドラ
イン
」
(平
二ハ・
一0
・二
二厚
労省・
経産省告示第
四号
。
以下
、
「経済産業省ガイドライン」
とい
う)
や、
「雇用管理
に関する個
人
情報
の適正
な取
扱い
を確
保
するため
に事
業者
が講ず
べき
措置
に関
する指
針」
(平
一
六・
七
・一
厚
労省
告示第
二五
九号。
以
下、
「雇一用
管理指針
」
とい
う)
な
どで
す。
なお、
従業員
の
健康情報
に
つい
て
は、
「雇用
管理
に関
する
個人情
報の
うち
健康
情
報を
取り扱う
にあた
って
の留
意事
項に
つい
て」
(平
一六
・一0
・二
九基
発
第一
O二
九
OO
九
号。
以下
、「健
康情
報留意
事項」
とい
う)
も参照す
る必要
があ
ります。
二O
O五
年
四月
一日の
個人情
報保
護
法の
全面施
行に伴
い
、本
法の
適用を受け
る民
間企業
従業員の個人情報保護とは
は、
本法
およ
び前記
の指
針等
に基づ
き、
従業員等
の個
人
情報
につ
い
ても
適正
な取
り扱
いを
行う
とともに、
その
積極
的な保
護
を図るよう
義務づ
けら
れること
になり
ました。
個人
情報保
護
法は
、高
度情報
通信社会
の
進展
に
伴う個人情報
の利
用の
拡大を
背景に
制定
され、
個人
報の有
用性
に配
慮
しつ
つ、
個人
の権
利利益を保
護
することを
目
的と
して
いま
す(
一条
)。
本法
は、
単に個人
の権
利利
益
の保
護の
みを目
的と
する
ので
はな
く、
「個人
情報
の有
用性
」
との
適正
なバ
ラ
ンス
にお
いて
、
その
保護
を図る
こと
を要
請
して
いま
す。
この
こ
とが
十分
に理
解され
てい
な
いた
め、
施行後、
個人情
報
の正
当な利用
を阻
む
「過
剰保
護」
が
問題
とな
って
いま
す。
本法は
、
第一
血早か
ら第
三章
にかけて、
官民を
通じ
た基
本理念を掲げ、
国および地
方公共
団体
の責
務等を
明
らかにし
、
政府
によ
る個人
情報
の保
護に関
する施
策の基
本
となる
事項
を
定め
てい
ま
す。
他方
、
第四
章
は、
民間
部門
に
おける個
人情報
の適正
な取り
扱い
に関
する
一
般的
ル
l
ルを、
事業者
の
遵守
すべ
き法律
上
の義
務と
して
規
定
して
い
ます。
この
よ
うに、
本法
は、
「個人情報
の保
護」
自体で
はな
く、
「個人
の権
利利益
の保
護」
を目
的と
するも
ので
すから、
個人
の権
利利益
へ
の侵
害を
未
然に
防
止する
ため、
その
手段
として
個人情
報
の取
り
扱い
につ
いて遵
守す
べき
具体
的な
ルl
ルを
定
めるこ
とを中
心
として
いま
す。
その
機能
は、
道路交
通
法にたとえ
て
いう
なら
ば、
民事
損害賠償制度
のよ
うな事
故
の発
生によ
る損
害へ
の事
後的な
救済
手
段ではな
く、
あくま
でも、
事故
の発
生
の危
険を予防す
る
こと
によ
り、個人
の権
利利益
が侵
害
される
のを
未然
に防
止
すること
です。
本法
の定め
る企業
の道
守
すべき
義務
に関
する規
定
は、
次のとお
りで
す。
利用目的
の特
定
(一
五条)
、
利用目
的に
よ
る制
限(
一六
条)
、適
正な
取得
ご七
条)
、取
得
に際
して
の利
用目的
の
通知等
(一
八条)
、
デl
タ内容
の
正確
性
の確
保
(一
九条)
、
安全
管理
措置
(二
O条
)、
従業者
の監
督
(二一
条)
、
委託先
の監
督
(二
二条
)、
第三
者提供
の制
限
(二
三一
条)
、
保有個人
デiタに
関
する
事項
の公
表
等(
二四
条)
、
開示
(二
五条
)、
訂正等
(二
六条
) 、
利用
停
止等
(二
七条
)
です
。
従業
員
等の個
人情
報の
取り扱
いに
あ
たって
、
企業は
これ
ら
の義
務
規定を
遵守
するため、
具体
的
にど
のよ
うな
措置
を講
ず
るべき
かに
ついて
は、
前述の
雇用
管理
指針
その
他の
関連
指
針等を
参照
す
る必要
があ
ります。
それ
ら
の指
針は、
従わな
け
れば
、
法の規
定違
反と
判
断さ
れ行
政
指導
・
処分
等の対象
とな
りう
る
部分
と
、個
人
情報保護
の推
進の
観
点から取
り組むこ
とが
強く
望まれます
が、
従わなくとも、
法
の規
定違
反
と判
断
され
るこ
とはな
い部分
から
構
成され
て
いま
す。
後者
の部分
につ
いて
は、
実際
に従
わな
く
とも
よ
いか
と
いえば
、
そう
であ
るとは
必ずしも
いえ
ません。
とい
う
のも、
個人情
報
をめ
ぐ
るト
ラブ
ル
への
民
事責任
(損
害
賠償責任
)
の追及にお
いて
、
指針
上
「個人情
報保護
の推
進
の観
点から取
り組む
ことが
強
く
望まれ
る」
措置
であれば、
それら
を講
じたかどう
か
も民
事責任
の有
無
を判
断
する
に際
して
考慮
されるか
ら
です
。
従業員の個人情報保護とは
本法
は、
前述
の諸
義務
規定
の遵
守を確保
するため
の仕
組み
として
、
企業
等に
よる苦
情処
理主二
条、
四二
条)
をはじめ
、
主務大臣
による報告
徴収
(一一三
条)
、助
言(
三
三条
)、
勧
告・
命令
(三
四条
)、
前記
命令
違反への
罰則
(五
六条、
五八
条)
等を
定め
てい
ます。
なお、
本法
の定
め
る義
務
の違
反
から、
ただ
ちに
私
法上
の
効力が
生
じること
はあ
りませ
んが、
少な
くと
も法解
釈
上、
本法上
の義
務
を履
行し
たか
どうか
や、
指針
上の
措
置を講じ
たか
どうかは
民事
責任
の有
無の判
断
に際
して
考慮
され
る重要な要
素
です
。
個人
情報保護法と
関連指
針
の定
め
る、
企業
の従
業員
等へ
の諸
義務
および
諸
措置
の具体
的
内容
を述べ
る前
に、
まず、
本法
の特
別法
にあた
る職
業
安定法
五条
の四
およ
びその
指針
に基
づく
就職
応募
者等
の個
人情
報保護を紹
介します。
職業
安定法
五条
の四は、
求人企業
等の個
人情
報の取
り扱
いとして
、
本人
の同
意がある場
合そ
の
他正当な事
由がある場合
を除
き、
「そ
の業
務の
目的
の
達成
に必要
な範囲
内で求職
者
等の
個人情
報を収集
し
、
並び
に当
該収
集の目
的
の範
囲
内でこれ
を保
管
し、
及び使用
し
なけ
ればなら」
ず、
また
「求
職
者等
の個
人情報を適正
に管
理す
るために
必要
な措置
を講じなけ
ればなら
ない」
とし
てい
ます。
その
指針
では、
求人企業
等によ
る
求職
者等
の個
人情報
の収
集・保
管・
利用
等に関する具
体的な
ル
lル
が定め
られ
て
いま
す。個人
情報
の収
集に
ついて
は、
身元調査や社用紙
の使
用そ
の他
差別
的な採用
選
考におけ
る悪
弊
を絶
つこ
とを目的
とし
て、
社会的差
別
の原因
となる
おそれ
のある個
人情報
(①
人種
、
民族
、
社会的身分
、
門地、
本
籍、
出生
地等、
②思想お
よび
信
条、
③労働
組合
へ
の加
入状況
)
の収
集の
原則禁
止、
本人
の事
前
の同
意を条件
とする
第三者
から
の
間接収集
、
所定
の用
紙に
よる
情報収集等、
個人情
報保護
法よ
りも厳格な内容
のルlル
が
示さ
れて
いま
す。
就職
応募
者
の個
人情
報を
取り扱う
のに際
し
ては
、
企業
は、
個人
情報保護法上
の義務
を遵
守す
るだ
けではな
く、
職業
安定法
五条
の四お
よび
その
指針
の定
め
る義
務
を履
行
し、
措置を
講じ
なければ
ならな
いこ
と
に留意す
る必要が
あります。
以下では、
個人
情報保護法
等に
基づ
き、
従業
員等
の個
人情
報の
取
り扱
い全
般お
よ
びその
各場
面で、
企業が
遵守
すべ
き
義務
と講
ずべ
き措
置の具体
的内
容に
ついて
述べ
ます。
まず、
従業員等
の個
人情
報を
取り扱う
に際
して
、
企業
はその
利用目的を特
定し
なけ
れば
なり
ません
(一
五条)
。
これ
は、
個人
情報
の取
り扱
いの
範
囲を原則的
に確
定
するも
の
です
。
その
意味
で、
個人情
報の
取り扱
いへ
の規
制の第
一歩
で、
個人情報
の
取り扱
いに
関す
る
その
他の
ルlル
の前
提と
なります
雇用
管理
指針
によ
ると
、利
用目的を特
定
する
にあた
って
は、
「当
社の
事業
活
動に必要で
従業員の個人情報保護とは
ある
た
め」
と
か、
「従業員情報を
幅広
に把
握し
て
おく
ため」
とい
った
ように、
単に
抽象
的、
一
般的
に特
定す
るだ
けで
は十
分ではな
く、
「労働者等
本人が、
取得
され
た
当該
本人
の
個人情報が
利用
された結
果が合理的
に想
定で
き
る程
度
に、
具体的、
個別
的に
特定
する
こ
と」
として
いま
す。
次に、
企業は
、
あらか
じ
め従
業員等本人
の同意
を得た場
合
を除
き、
事前
に特
定した利用
目的
の達
成に
必要
な範囲
内のみでし
か、
当該
本人
の個
人情
報を
取り扱
って
はな
りませ
ん
(一
六条
一項)
。こ
のよ
うに利
用目的か
ら
個人情報
の
取り扱
いを
制限
する
のは、
本人
の予
期
しな
い
目的
でそれ
が取
り扱わ
れ、
本人
の権
利利益
が損なわ
れるこ
と
を未然
に防
止する
ため
です
。
ただ
し、
法令
に基
づ
く場合
や、
人の
生命
、
身体
または財
産
の保
護のため
に必要があ
り、
かつ
本
人の同
意を
得
るこ
と
が困
難である場
合等
は、
その
限
りではあ
りませ
ん(
同
条三
項)
0個人
情報
の取
得に
ついて
は、
従業員等
本人
から直
接書
面
等により
当
該本人
の
個人情
報を
取得す
る場合は、
あらか
じ
めその
利
用目的を明
示しなければなり
ませ
ん
(一
八条二
項)
。
他方、
それ以外
の取
得、
つま
り書
面等
によらな
い本
人
から
の個
人情
報
の取
得や、
第三
者か
らの
取得
につ
いて
は、
あらかじ
めその利用
目的を公表し
てい
る場
合を除き、
速やか
に利用
目的
を
本人
に通
知ま
たは
公表し
なければ
なり
ませ
ん
(同
条一
項)
。
この
趣旨
は、
利用目的
の通
知また
は公
表
等を
通じ
て、
個人情報
の取
り扱
いの
透
明性を
確
保す
るととも
に、
本人自
らが
個人情
報を提供
する
に際
して
必要
な
注意
を払う
ことを
可能
にし、
本人
の権
利利益
の侵
害を
未然
に防
止し
よ
うと
する
こと
です。
ただし、
本人
へ
の通
知
・公
表が
、
本人
もし
く
は第三
者の生
命、
身体、
財産
その他の
権利
利益、
または個
人情報取
扱事業者
の
権利
等
を害
するおそ
れがあ
る場
合や、
取得
の状況から
みて
利
用目的が
明
らか
であると認められ
る場
合等
は、
その
限り
ではあり
ませ
ん
(同
条凹
項)
0また、
個人情報
の
取得手段
に
つい
て
も、
「偽
りそ
の
他の
不
正の
手段
」
を用
いる
ことが
禁
止され
て
いま
す
(一
七
条)
。と
い
うのは
、
不正
の手
段に
よ
り取得
された個
人情
報は、それ
が利用
れるこ
とによ
り本人
の権利
利益を
侵害
するおそ
れが高
いか
らで
す。
「不
正の
手段
」
には、
不適
法な、
または適
正性
を欠
く方法
や手続き
が含まれます。
もち
ろん
、
従来か
ら判
例や
裁判
例で
違
法と
され
て
きた方
法
または手
段に
よ
る従
業員
等か
らの
個
人情報
の取
得は、
一七
条違
反
にあたり、
許されませ
ん。
また、
直接
の
法的拘
束力
は
ありませ
ん
が、
前述
の行
動指
針
の示
すル
1ル
、
つま
り、
本人から
の直
接収集を
は
じめ、
「セ
ンシ
ティ
ブ
・デ
lタ」
の収
集禁
止または制
限、
各種
の検
査に
よ
る個人
情
報の収
集の禁
止・
制限
、
ビデ
オカ
メラ
や
コン
ピュ
ター
等に
よ
るモ
ニ
タリン
グの
実
施手続
に関する
ルlル
につ
い
ても
留音 ム
する
必要が
あります。
とい
う
のも、
行動
指針
に著し
く
反し
て
従業
員
等から個
人情報を
取得
しま と
、
事情
に
よっ
ては、
当該
取得行為は
一七
条に
違
反するも
のと評
価されうる
から
です
。
従業員の個人情報保護とは
撃欝襲撃暴
従業員情報
の利
用に
つい
て
は、
事前
に特
定した利
用目的
の達
成に必
要な
範囲
内で、
個人
情報を
利用
する
よ
う義
務
づけ
られてお
り、
当該
利用目
的以外
のため
に個人情
報を
利用した
ければ、
本人
の同
意を得
なければ
なりま
せん
(一
六
条一
項
)。
しかし、
利用目的
の変
更が
事前
に特
定
した目
的と
相当
の関連
性を有
すると合
理的
に認め
られ
る範囲
内である
ときは、
変更
後
の利
用目的
を本
人に通
知ま
たは公
表
すれば、
本人
の同
意ま
でも
得る必要はあ
りませ
ん(
一五条
二
項、
一八条
三
項)
。
このよ
うに利
用目的に基
づき
個人情報
の利
用が制
限
され
るこ
と
によ
り、
人事
労務
管理ま
たは福
利厚
生と
いっ
た当初
の目
的と
は異なる、
本人
の予
期し
ない目
的
(た
とえば
、
新商品
の販
売キャ
ンペー
ンや企
業
広告)
でそ
れが利用され、
本人
の権
利利
益が損なわ
れることが
未
然に防
止さ
れること
になり
ます。
それ
に加
えて、
健康情
報の利
用に
つ
いて
は、
前述
の健
康情報留意
事
項にお
いて
、
その
適
正な
取り
扱いおよ
び秘
密保
持を徹底す
るため、
健康情
報を取り
扱う者を
できる
だ
け限
定す
ると
と
もに、
これ
らの
者の
職
務お
よ
びそ
の遂行に
応
じた必要
最小限の
健康情報
のみし
か利
用させな
いこ
とに
する
よう
求め
ら
れて
いま
す。
他方、
従業員情
報の
保
管に
つい
て
は、
利用目的
の達
成に
必要
な範囲
内で、
個人
デlタ
を
正確
かつ最
新の内
容に
保つよ
う努め
なければなり
ません
(一九
条)
。
このこと
によ
り、
た
とえ
ば、
従業員情
報が正確
性・最新
性
を欠く
状態
で保
管
され
て
いた
ため、
従業員
の状
況を
公正
に反
映
しな
い形で雇
用上
の決
定が
なされ、
従業員
にと
って
予期
せぬ
不
利益が
生じるこ
とが
防止され
ること
にな
ります。
具体的
には、
個人
デー タ
の正
確性・
最新
性を保
つた
め、
デー
タベ
ー
スへ
の入
力
時の照
会・確
認
の手
続き
の整
備、
誤り等を
発見した
場合
の訂
正等
の手
続き
の整
備、
記録事項
の更
新、
保存
期間
の
設定等を
行
うことが
求め
られ
てい
ます。
従業員情報
の第三者
へ
の提供に
つい
ては、
本人
から
事前
の同
意を得る
ことな
く、
個人
デ
ター
を第三
者に提
供
すること
は禁
止され
てい
ます
(二
三
条一
項)
。も
ちろん
、
同一
企
業内
にお
い
て、
ある部
門
から他
部門
に従
業員
の
個人
デlタ
を
提供す
る場
合は、
「第
三
者へ
の
提
供」
にあたりませ
んので
、
その
限
りで
本
人から同
意を
得る必要はあ
りま
せ
ん。
ただ
し、
利
用目
的に
よ
る制
限
(一
六
条一
項
)
を受け
る場
合は
あります。
他方
、
出向
や転
籍
を行
うに
際
して
、
出向先
・転
籍
先企
業に対
し対
象従業員
のデ
!タ
を提
供する場
合、
退職者
の
転職先
・転
職予
定先
に対
し当該
退職
者のデl
タを
提供す
る場
合、
ま
たは、
労働組合
に対し従
業員
のデl
タを提
供す
る場
合は
、基
本
的に
「
第三
者へ
の提
供」
に
該当
し、
本人
から
事
前の
同
意
を得る
こと
が必要
と
なり
ます。
難従業員の個人情報保護とは純潔
とこ
ろで、
個人
情報保護法
では、
個人情報
の有
用性にも配
慮
すると
いう
観点
か
ら、
三つ
の例
外
が設
け
られ
て
いま
す。
次の
いず
れかの場
合に該
当す
ると
き、
本人から
同
意を
得
ずと
も、
第三
者に
対し個人
デ1
タを
提供す
る
ことが
できます。
第一
に、
本人
の生
命や身体等
の保
護に必要
で同
意を得る
こと
が困
難な場
合や、
法令
に基
づく
場合
など
(一一
一一一条一
項一1
四号)
o
第二
に、
本人
の求め
に
応じ
て第
三者へ
の提
供を
停止
する
ことを
条件
に、
個人
デl
タを第三者に提
供す
る場
合
(同
条二項
)。
第三
に、
個人
デー
タの
提供元
と
提供先
とを
一体
のものと
し
て捉
える
のが
適当か
つ
合理的な場
合。
具体的
に
は、
①利
用目的
の達
成に必
要な
範囲
での
委託先
へ
の提
供、
②合
併等
によ
る事
業の承
継に
伴
う提供
③グ
ルー
プに
よ
る共
同利用、
とい
った
場合
(同条四項)
です
。企
業は、
これらの
例外を活用
する
こと
により
、
第三
者へ
の情
報提供を
円滑に
進
めること
が可
能と
なります。
個人
情報保護法
では、
個人
デl
タの
漏
えい、
滅失
またはき
損を防
止するた
め、
安全管
理
措置
(二
O
条)
、
従業者
の監
督
(一二条
)、
委託先
の
監督
(一一
一一条
)
が定
められ
て
いま
す。
本法
の求め
る必要か
つ
適切な安
全管
理
措置
の内容は、
経済産業
省ガ
イドライ
ン
による
と、
「組織的、
人的、
物理的お
よび
技術的な安全
管理
措置」
です。
単
に、
「技
術的安
全管
理
措置」
(アクセ
ス制
御、
不正ソ
フト
ウェア
対策、
情報
シ
ステ
ム
の監
視等)
や、
「物理
的安全管
理
措置
」(入退館・
室の
管理、
個人
デー
タの
盗難防止
措置
等)
を実
施すれ
ば
よい
と
いう
もので
は
あり
ませ
ん。
それら
ば
かりか、
「組織的安全
管
理措
置」
として
、
安全
管理
につ
いて
役
員や
従業
員
等の責
任
と権
限
を明
確に定め
、安
全管
理に関
する規
程や
手順書を
整
備運用し、
その
実施状況を確
認す
るとともに、
「人
的安全
管理
措置」
として
、
従業
員
等に対
し、
業務
上秘
密と指定さ
れた
個人
デ
i
タの非
開示
契
約の
締
結や
定期的な
教育
・研修
等を行う
こ
とも
求め
られ
てい
ます。
さらに、
従業員等
がこ
のよ
う
な安全
管理
措置
を的
確に
道守
して
い
るかどう
かを
監
督す
る義
務
もあります
(一
二条
)0
給与
計算
その
他
の情
報処
理
業務
の外部
委託
のた
め、
従
業員
の個
人デ1タ
を
委託先
に移転
するときは、
委託先を
監督
す
る義
務
が生
じます
(二
二条
)。
具体的
には、
個人
デlタ
の漏
えい
・盗用
の禁
止、
再委託を
行う
際の
委託元
へ
の報
告、
委託契約期間
等の明
記、
委託契約
終了後
の個
人デiタ
の返
却また
は破
棄、
複写
や
複製
禁止等
を、
委託先と
の契
約
の内容に
盛り込
むとともに、
それら
が道守さ
れ
ている
か
を確認し
なけれ
ば
なり
ませ
ん(な
お、
第三
者へ
の個
人デ
1
タの
提供の
ケlスでも
、
同様
の
措置
が求
めら
れ
てい
ます)
。ま
た
、委
託先
の選
定にあ
たっ
ては、
その
選
定基準
を設け
て、
個人
情報保護
や情報
セ
キュ
リテ
ィに
努め
て
いる
適切な業
者を
選
択す
るこ
とも重要
です
。
従業員の個人情報保護とは
個人
情報保護
法では、
個人情
報の
取り扱
いの
透明性を
図
るととも
に、
本人
自
らの
関
与に
よっ
て個
人情報
の適正
な取り扱
いを確
保する
ため
の仕
組みと
して
、
保有個
人デlタ
に関
す
る事項
の
公表
等
(二
四条)
をは
じ
め、
保有個
人デlタ
の開
示
(二
五条)
、
訂正等
(二
六条
)
およ
び利用
停
止等
(二
七
条)
に関
する
諸
義務
が定
められて
いま
す。
企業は
、
原則
とし
て、
従業員等
か
ら求め
があれ
ば、
事実情報
ば
かりではな
く
人事考課
・
査定
等
の評
価情報も
開
示しな
け
ればな
り
ません。
ただ
し、
本人
または第三
者の
権利
利益を
害す
るお
それがある場
合、
業務
の適
正な
実施
に著し
い支
障を
及ぼ
すおそれがある場合、
ま
たは、
他の
法令
に反
する場
合に該
当
するときは
、そ
の限
り
では
あり
ません。
開示に
よっ
て、
保有個
人デ1タに
つい
て事
実に
反
する
内容を発見
した
ときは、
従業員
等
はその訂
正、
追加
または削
除を求め
ることが
できます。
企業
はその
求
めに
応
じて
、
利用目
的の達
成に
必要
な範囲
内にお
いて
、
遅滞
なく必要な
調査を
行い
、そ
の
結果に
基づ
き、
当該
保有個人
デlタ
の内
容
の
訂正等を
行
わな
け
れば
なりませ
ん。
また、
従業員
等は、
個人
情報保護法上
の一
定の義
務
に企
業が違
反
して
い
るこ
とを
知った
とき、
そ
の状
態を是正
し本
人自ら
の権
利利益
へ
の侵
害
のリス
クを抑止す
るため、
保有個人
デl
タの
利用
停止
等
を求
めるこ
と
もでき
ます。

議T・晶取り組みにあたって
'L総当祉の場合は、そもそも「個人情報保穫法」の適用を受けないので、圃議従業員等の個人情報保護也、あまり気にしなくてもいいと思いますが。
童書
個人
情報保護
法では、
民間
部門
における個人
情報
の適
正
な取り扱
いにつ
いて
の法
律上
の義
務
を履
行す
べき
者
として
、
「個
人
情報取扱事業者」
とい
う概
念が
定め
られ
て
いま
す。
民間
企業
のう
ち、
それに
該当
する
のは、
特定
の個人
情報を
容易
に検
索
できる
コン
ピュ
ター
を
用いた
デー タベ
ー
ス等
を事
業の用に
供し、
かっ、
当該
デ
ターベ
スー
等に五OOO
人
分以上
の個人
情報
(顧客の
それか
、
従業員
等本人
およ
び
家族の
そ
れか
を問
わない。
ただし
、
同一
個人
の重
複分は除く
)を保
有する事
業者
にな
ります。
つま
り、
五0
00人
分以上
の個人
情報を保有す
る企業は
、本
法の
定め
る
義務
を
遵守
しなければなら
ないのに
対し、
五OOO
人
未満
の個人
情報
しか保
有しな
い企
業に
つ
いて
はそ
もそも、
本法
の義
務
規定が適
用されませ
ん。
しかし、
個人
情報保護法
八
条に基づ
き定
められ
た
「雇用
管
理に関
す
る個
人
情報
の適
正な
取扱
い
を確
保
するため
に事業
者が講
ず
べき
措置
に
関する指
針
」(
平一
六・七
・一厚
労省告示第
二五
九号
)
によ
ると、
「個
人
情報取扱事業者
」以外
の企
業に
ついて
も、
個人
情報取扱事業
者に
準じ
て、
個人
情報
の適正
な取り
扱い
の確
保に努め
ることが
求め
られ
て
いま
す。
また
、
求人を行おう
とする企
業であるなら
ば、
保有す
る個
人情
報数
の多
少にかかわ
らず、
個人情
報保護法
の特別
法にあたる職
業安定法
五条の
四
が適用され、
求職
者
の個
人情
報保護
のた
め、
同条
の定め
る義
務を
履行
し、
それ
に関
する指
針
上の
措
置を講
ずる
ことが
求
められ
てい
ます。
それ
に加
えて、
個人情
報
をめ
ぐ
るト
ラブ
ルを
発生
させ、
従業員
等に対し
何
らかの損
害を与
えたなら
ば、
個人
情報
取扱事業
者であ
るか
ど
うか
にかかわら
ず、
個人
情報保護法と
は別
に、
民法
に基づ
く
損害賠償
責任
が問
われること
に
なります。
した
がっ
て、
個人情
報取
扱事業者
ではな
いか
ら
とい
って
、
実際
上、
何ら
の取
り組
みも行
わな
くて
もよ
いと
いう
わけ
には
いき
ません。
〉融従業員等の個人情報保隆に取り組むにあたって、「個人情報保護法」a胡以外の法令、指針等色理解しておく必要があるのですか。
校
連患
個人
情報保護
法では、
個人情報
の取
り
扱い
につ
いて
、
個人情報取
扱事業者
の
遵守す
べき
一般
的か
つ抽
象的な義務
が定め
られるに
とど
まっ
て
いま
す。
個人情
報の
適正な取
り
扱い
のため、
具体的
にど
のよ
うな措置
等を
講ずれ
ばよい
かに
つ
いて
は、
個人情
報を
取り扱う各
分野ご
との
特
性を考
慮
して
、
ガイ
ドラ
イン
または指針
等が
定め
られ
て
いま
す。
従業員
等
の個
人情報
の取
り
扱い
につ
いて
は、
「個人情
報
の保
護に関
する法
律に
つい
ての
経済
産業
分野
を対象
とするガ
イド
ライ
ン」
(平
二つ
一
0・
二二
厚労
省・
経産省告示第
四
号。
以
門丸一
従業員の個人情報保護Q&A
約γ
下、
「経済産業省ガイドライ
ン」
とい
う)
や、
「雇
用
管理
に関
する個
人情
報
の適正
な取扱
いを
確保
するため
に事
業
者が講ず
べき
措置
に関
する指
針
」
(平一
六・七
・一
厚労省
告示第
二
五九号
。
以下、
「雇用
管理指針
」と
いう
)
等があります。
また、
従業員
の健
康情報
に
つい
て
は、
「雇
用
管理
に関
する
個人情報
の
うち
健康情報を
取
り扱う
にあた
って
の留
意事項
に
つい
て」
(平
一六
・一
0・二九
基発第
一O
二九
OO
九号。
以下
、「
健康情報
留意事
項
」とい
う)
が示され
てい
ま
す。
さらに、
健康保険
組合を設置
・運
営し
てい
る企業にと
って
は、
「健康保険組合等
にお
ける個
人情
報の適
切な取
扱い
のため
のガ
イド
ラ
イン
」
(平
一
六・
一
二・
二
七保
発第
一二
二七OO
一号)
も重要
です
。
従業
員等
の
個人
情報保護
に
取り組む
にあ
たって
、
これ
ら
の指針
等を
理
解し
て
おかなけれ
ば
なりま
せ
ん。
各指
針
の内
容
につ
いて
は、
内閣
府の
ホ
l
ム
ペ
l
ジ
(E
G\\ささ毛印gomo」むな巴内忠告\W告ロ\m包仏OESEES-
EB
C
を参
照し
てく
ださ
い。
それら
に加
え
て、
二O
OO
年
に公表さ
れた
「労働者
の
個人情
報保
護に関
する
行
動指
針
」
(以下
、「行動
指針
」とい
う)
も参照す
る必要
があります
。
法的拘
束
力は
ありま
せ
んが
、行
動指
針
の示
すル
1ル
は、
従業員
の
プライ
バシ
やー
人格
権の保
護に関
する従
来
の判
例や
裁判
例等
を反映
するも
ので
あり、
また、
同指
針
に著しく
反し
て
従業員等
の個
人情報を
取り扱う
と、
事情
に
よっ
ては、
個人情
報保護法
の定め
る義
務
規定
に違
反す
るも
のと
評価
されうるか
らで
す。
行動指針
の具
体的
内容
は、
厚生
労働
省
の
ホ
iム
ペl
ジ(
互晋\\当者名
N-BE巧ぬ0・V\
wava
\〔山田C5
\NCCCHNNC121己
\NCoo-NMolo--門口再三
)で
知ることができ
ます。
なお、
求職
者や
派遣
労働者
の個
人情
報に
つ
いて
は、
個人
情報保護法
が制
定さ
れる
以前
か
ら、
職業
安定法
五条の
四
およ
び労
働者派遣法
二
四条
の三
によ
りそ
の保
護が図ら
れて
きま
し
た。
求職者
や派
遣労
働者
の個
人情
報の取
り扱
いに
あた
って
は、
それら
の規
定お
よ
び関連
指
針を
理
解し
て
おかなけれ
ば
なり
ません。
a保護の対象となるのは
どのような
個人情報ですか 。
重義
個人情
報保護法
では、
その
対象
となる
情
報に
つい
て三
種類の
概念
、
つま
り
「個人情
報」
「個
人デlタ
」
およ
び
「保
有個
人デiタ
」
が用
いら
れて
お
り、
Q5
のと
ころ
で後
述し
ます
よ
うに、
それぞ
れに
応
じて
、
企業
の道
守
すべ
き諸
義務
が
定めら
れて
いま
す。
それら
のう
ち、
最も
広い
概念
が
「個人情報」
です
。
条文
上、
それは、
「生
存
する個
人に
関す
る情
報であ
って
、
当該
情
報に
含
まれる
氏
名、
生年
月日そ
の他の記
述等
によ
り特定
の個
人を
識別す
る
ことがで
きるも
の
(他
の情
報と
容易に照合す
るこ
と
ができ
、
それに
より
特定
の個
人を識
別
する
こと
ができ
るこ
とと
なる
もの
を含
む
)」
(二条
一項)
とされて
いま
す。
この
定義
によ
れば
、
非公
知情
報である
か公知
情
報で
あるか
を問
わず
、
特定
の個
人が識別
可能なも
のはすべ
て「
個人情
報」
に該
当
し、
また、
映像
や音
声
情報
も、
それ
によ
っ
て特
定
の個
人が
識別
される場
合、
「個人情
報」
に含
まれ
ます。
次に、
「個
人デlタ
」
とは、
特定
の
個人情報
を容
易
に検
索
できる
コ
ンピ
ュ
ター
を
用いた
デー
タベ スー
等で体
系
的に整理
され
てい
る個人情
報のこ
と
です
(二条
四項
) 。
さらに、
「保
従業員の個人情報保護Q&A
韓韓議轟
有個
人デlタ
」
とは、
「個人
デ1
タ」
の
うち
、
個人情
報取
扱事業
者が
開示、
訂正
、
利用
停
止等を行う
権
限を
有す
るも
ので
す
(同
条五項)
。
これ
ら
三つの概
念、
つまり「
個人情
報」
「個
人
デlタ
」「保有個
人デlタ
」
は、
先順位
の
概念
が
後順位の
概念
を包
含
する関
係にあ
ります。
具体的
に、
本
法の
保誰の
対象
とな
る
従業
員等
の
「倒
人情報」
とは、
以下の種
類の
情報
です
。
①基
本情報
(住所
、
電話番号
、年
齢、
性別
、
出身地
、
人種
、
同籍等
) 、
②賃
金関
係情報
(年間賃金額
、
月間給与額
、
賞与
、
賃金形態
、
諸手当
等)
、
③資産
・債
務情報
(家
計、
債権
、
債務
、
不動崖評価額
、賃
金外収
入等)
、
④家族
・親族
情報
(家族構成
、
同・別居
、
扶養関係
、
家族の職業
・学歴
、
家族の収
入、
家族
の健康
状態
、
健康
の有無
、
親族
の状
況
等)
、
⑤思想
・信条
情報
(支
持政
党
、
政治的見解
、
宗教
、各種イデ
オロギー
、
思想的傾
向等)
、
⑥身体
・健康
情報
(健
康状
態、
病歴
、心身
の
障害
、
運動能力
、
身体測定記録
、
医療記録
、メ
ンタ
ルヘルス生豆
、
①人
事情報
(人
事考課
、学歴
、
資格
・免許
、
処分歴等
)、
④私
生
活情
報
(趣
味・
晴好
特技
、交際
・交
遊関係
、
就業外活動
、
住宅
事情
等
)、
⑨労働組合
関係
情報
(所属労働組介
、
労働組合活動歴等
)、で
す。
4個人情報保護の対象となるのはま員の個人情報存ですか。
空襲
いい
え。
雇用
の
形態
によ
っ
て保
護の対
象
となるか
どう
かが、
左右さ
れる
わけ
では
あり
ませ
ん。
要す
るに
、正
社員
を
はじ
め、
契約
社員、
パl
ト従
業員、
派遣
労働
者等、企業
の
雇用
または使
用し
てい
るす
べ
ての
労
働者
の個
人情
報が
保護
の
対象
とな
り
ます。
選
園 、 ， 企 業 は 従 業 員 等 の 個 人 情 報 保 護 に つ い て ど の よ う な ことを遵守する・・用義務・責務があるのですか。
鳴
個人情
報保護法
で
は、
Q3
で述べ
まし
た三
一種
類の
概念
、
つま
り
「個人情
報」
「個
人デlタ
」
「保有個人
デlタ
」
ごと
に、
個人
情報取扱事業者
の遵
守
すべ
き諸
義務
が定め
られ
てい
ま
す。
まず、
「個人情
報」
全般
を対
象
とする
義務
に
関す
る
規定と
して
、
利用
目的
の
特定
(一
五
条)
、
利用
目的
による
制限
(一
六条
)、
適正な取
得
(一
七
条)
、
取得
に際し
ての
利
用目的
の通
知(一
八条
)
などが
置
かれ
てい
ま
す。
つまり
、
使用
者は原則
として
、
従業員等
の個
人情報
を取
り
扱う
のに
あた
って
、
その利
用目的
を
でき
る限
り具体的、
個別
的に
特
定しなけれ
ばな
らず、
こう
して
特
定さ
れ
た利
用目的
の達
成に
必要
な範囲
内にお
い
てしか、
従業員等
の個
人
従業員の個人情報保護Q&A
難騒詔護暴
情報
を取
り扱
って
はなり
ません。
従業員等本人
から
書面
等で
個人情
報
を取
得しよう
とする
ときは
、
企業は
、
あらかじめ利
用目的
を明
示しなけ
ればならな
い一
方、
それ以外
の取
得に
つい
て
は、
あらかじ
め利
用目的
を公
表し
てい
る場
合を
除き、
従業
員
等本
人に
対し利
用目的
を速
やかに
通
知ま
たは公
表
する
こと
を
義務づ
けら
れていま
す。
また、
個人情
報の
取
得のた
め、
偽り
その
他
不正
の手
段を
用い
てはな
らな
いこ
とに
な
って
いま
す。
次に、
「個
人デlタ
」
を対
象と
する義
務の規
定
として
、
デー
タ内容
の正確性
の確
保
(一
九
条)
、
安全管理措置
(二
O条
)、従
業者
の監
督
(一
二条
)、
委託
先の
監督
(二
二条
)、
第三
者提
供の制限
(二
三
条)
があ
ります。
つま
り、
企業は
、
利用
目
的の
達
成に
必要な範囲
内
にお
い
て、
従業員
等の
個
人デlタ
を
正確か
つ最
新の
内容に保
つよ
う努
める
とともに、
その取
り扱
う個
人
デlタの
漏
えい
、
滅失
またはき
損の防
止その
他の
個
人デlタ
の安
全管
理のために
必
要か
つ
適切な措置
を
講じ
なければなり
ませ
ん。
また、
従業
員等
に個
人デlタ
を取
り扱わ
せ
るに
あたり、
または、
外部
の事
業者
に個人
デl
タの取
り扱
い
を委
託する場
合は
、当
該個人
デ1タ
の安
全管理
が
図れる
よう、
従業員等ま
たは
委託先
に対
する必
要か
つ適
切な監
督
を行
わな
ければな
り
ません。
さら
に、
企業は
原則と
して、
あらかじ
め本人
の同
意を
得な
いで
、
従業員
等の個
人デー タ
を
第三
者に提
供し
てはな
らな
いこ
とに
なって
いま
す。
最後
に、
「保有個人
デiタ
」
を対
象と
する義
務と
して
、
保有
個人
デlタ
に関する事
項の
公表
(二四
条)
、
開示
(二
五条
)、
訂正等
(二六
条)
、
利用
停
止等
(二
七
条)
が定
めら
れて
い
ます。
つま
り、
企業は
、
従業
員
等本
人に
と
って
、
自己
の個
人情
報が
どの
ように
取
り扱わ
れ
るかや、
どこに
対し、
ど
のよ
う
な手続き
で開
示、
訂正
およ
び利
用停止等
を請
求でき
るか
が
明らか
にな
る
よう、
保有個
人
デl
タの
利
用目的や、
開示、
訂正
およ
び
利用停止
の
手続
き等
を本
人
の知
りう
る
状態
に置
くこと
を義
務づ
けら
れ
てい
ま
す。
実際
に、
従業員等本
人
から自
己の
保有
個人
デ1タの開
示を求
めら
れ
たときは
、企
業は原則
として
、
遅滞なくそ
の求め
に
応じなけ
れ
ばなら
ず、
そして、
開示した
デlタ
中に事
実に反
する
内容が含ま
れ
てお
り、
従
業員等本
人からそ
の訂
正等が求め
られ
たときは
、企
業は遅
滞なく必要な調査を行
い、
その
結果に基づ
き、
当該
デー タ
の内
容の訂
正等を行わ
なけ
れば
なりま
せ
ん。
他方
、
自己
の保有
個人
デ1
タが、
特定さ
れ
た利
用目的以外
の目
的で
取
り扱わ
れ
たり、
または偽
りそ
の他の不
正の
手
段を
用
いて取
得さ
れ
たも
ので
ある
ことを理
由に、
従業
員等
本
人か
ら当
該デ
lタ
の利
用停
止または
消去
が求
めら
れ
たとき
は、
その
求め
に理
由があ
る
と判
明した場
合、企業は
、
法違反
の是
正に
とっ
て必
要な
限
度で
、遅
滞なく、
当該
デ
ターの
利
用停止等
を行
うよう
義務
づけ
られ
てい
ま
す。
ミ
震個 人 情 報 保 護 法の定める義務・責務の遵守のため、
a- 型 企 業 は
どのような取り組みをすることが求められているのですか。
霊童
個人情
報保護
法の
定め
る
義務
や責務を道守す
る
ため、
ど
のよ
うな
取
り組
みを
行わ
なけ
れば
ならな
いか
につ
いて
は、
前述
の経
済産業
省
ガイドラ
インや一
雇用
管
理指針
等で示
され
てお
り、
企業
はそ
れ
らを十
分に理
解し、
それ
らに
即
した
積極
的な取り組
み
を行
うよ
う
求め
られ
てい
ま
す。
従業員の個人情報保譲Q&A
企業が従
業員等
の個
人情報
を
取り扱う各場面
にお
いて
、具
体的
にど
の
よう
な取り
組み
を
行わ
なけ
れば
ならな
いか
につ
いて
は、
Q8
以
降
で述べ
てい
き
ます。
悲.I�遣も漏しが 、あ企
つ 盤た おとなきかど妥の業よ員う等な のリ個ス人ク情問語票控
穆 面計
で
すか
聖書
個人
情報保護
法では、
企業が
本
法の
定
める
義
務に違
反
したから
とい
って
、た
だち
に刑
事罰
に処せ
られ
ると
いっ
た
こと
はあ
り
ません。
とい
うのは、
本法
は、
企業
等による
自主
的取り
組みな
いし
自主
的規制
を
基本
とし
、不
適正な取
り扱
い
によ
り個人情
報を
めぐ
るトラ
ブ
ルを
発生
させた場
合、
まず、
企業自ら
が苦情処理
手続
き等
を通
じ
て自
主
的解決
を図
ること
を
求め
てい
るからです
。
そ
して
、
悪
質な
ケ!ス
につ
いて
の
み、
主務
大臣
がその程度
に応じ
て
、助
言に
はじ
まり、
勧告
または
命令
を発
することとし
、
命令
を発し
た
にもかかわ
らず、
それ
に従
わな
い場
合には
じ
めて
刑
事
罰を科
す
とい
う
仕組
み
とな
って
いま
す。
まれ
その
ため、
刑事
罰が
科さ
れ
るのは
稀
なケ
lス
ですから、
個人
情報保護
の取
り組
みに
つい
て、
そこそ
こで
いい
や
と、
おろそ
かに
なる企
業があ
るか
もし
れ
ません。
顧客
個人
情報は
ともかく
として
、
従業員等
の個
人情
報に
つい
て
は、
そのよ
うな
傾向
がなきに
しもあらずだ
とい
え
まし
ょ
う。
この
よ
うに、
もし
企業が
本
法およ
び関
連指針
に則し
た自
主
的か
つ
積極
的な取
り組
み
を怠
り、
その
結果
として
、
トラ
ブ
ルを
発生
させ
従
業員
等に損
害
を
与え
たなら
ば、
もち
ろん
、
民
事責任
の問
題が
生じ
る
ことに
な
ります。
まさにその場
合、
本法
の定
め
る
義務
を
遵守
したか
どうか、
関連指針
の定め
る
措置
を
講じたかどうかが、
民事
責任
の有
無の判
断にあた
っ
て考
慮され
る
べき
重要な要
素
とな
ります。
将来
の法的リ
スク
へ
の対
応
として
、
企業
の規
模
にも
より
ますが、
それ
に応
じ
てで
きる
限
りで
の取
り
組み
を行
う必要があ
ります。
以上
の
よう
な法的
リ
スク
に関す
る問
題
のほ
かに
も、
もち
ろん、
いろいろ
なリス
クが
あり
ます。
従業
員等
の個
人情
報保護
に
つい
て
、
企業に
積極
的な取り
組み
が見ら
れな
いと、
自分
たち
の個
人情報は大切
にされ
てい
ないと
従
業員が
感
じ、
企業
の顧
客情
報そ
の
他の
機密情報
等を
適
正か
つ慎
重に
取
り扱おうと
の、
従業
員の
モ
チベ
lシ
ヨン
が低下す
る
おそれ
がありま
す。
また、
顧客
の個
人情
報であるか
従
業員
のそ
れで
あ
る
かを
問わず、
個人情
報
を
めぐ
るト
ラブ
ルを
発生
させ
れば、
直ち
に個人情
報保護
や情報
セ
キュ
リティ
へ
の企
業の
姿
勢が
問わ
れ、
トラ
ブ
ルの
原因
が企
業の取
り組
みの
不
十分さ
にあれば、
当然、
社会
的評
価およ
び信
頼
が低下
する
ことに
なる
でしょう
。
したが
って
、
こ
のよう
なリ
ス
クも
考慮し
て、
企業は
従
業員
等の
個人情
報保護
をも
十分に
図ってい
く
必要があります。
従業員の個人情報保識はQ&A
、 唱 d
従業
員等の
個人情報を取得する
に際しで
は 、
a a 司
/ 留意する
必要
がありますか。
どのよう
なことに
個人
情報保護法
に基づ
き、まず、
企業は
、
従業員
等
の個
人情報を取り扱
うの
に際し
て、
その利
用目的を
特
定しなければ
なりま
せん
(一
五条
)。
利用
目的
を
特定
す
るに
あた
って
は、
「当社
の事
業活
動に必要であるため」
とか、
「従業員情
報を
幅広
に把握し
ておく
ため」
といった
よう
に、
単に抽
象
的、
一
般的
に
特定
する
ので
は不
十分
です
。
「労働者
等本
人が、
取得さ
れ
た当
該
本人
の個
人情
報が利用さ
れた
結果が合理的
に想
定できる
程度
に、
具体的、
個別
的に
特
定する
こと」
が求め
ら
れます。
次に、
従業員
等から
個人情
報を
取得
する
にあた
って
は、
企業は利
用目的
の明
示
または通
知も
しくは
公表を行わ
なければなり
ません。
つま
り、
本法
では、
本人
から直
接書
面等
によ
り当該
本
人の
個人情
報を
取得す
る場
合は
、あ
らかじ
めその利
用目的
を
明示する
一方
、
それ
以外
の取
得
(書面
等
によらな
い
本人
からの
個人
情報の取得
や、
第三者からの
取得)
につ
いて
は、
あらか
じめその利
用目的を公表
して
い
る場
合を除き、
速や
かに
利
用目的を
本
人に通
知
または公
表す
る
こと
が義務づ
け
られ
てい
ます
(一
八
条一
項、
二項
)。
この
趣旨は
、
利用
目的
の明
示ま
た
は通
知・
公表
を
通じ
て、
個人情
報の
取
り扱
い
の透
明性
を確
保す
る
とともに、
本
人自ら
が個
人情報
を
提供す
るに
際し
て
必要な注意
を
払う
こと
を
可能
にし
、本
人の
権
利利
益
の侵
害を
未
然に防
止しよう
とす
る
こと
です。
ただし、
本人
への
通
知・
公表が、
本人も
しくは第三
者の生
命
、身
体、
財産
その
他
の権
利
利益
、
または
個人
情報取扱事業者
の権
利
等を
害す
る
おそ
れ
があ
る
場合
や、
取得
の状況から
みて
利
用同的が明ら
かである
と認めら
れる
場合
等は、
その
限り
ではあ
り
ませ
ん
(同条四
項)
0
その
ため、
就職応募
者か
ら個人情
報
を取
得す
ると
きに
つ
いて
は、
あら
かじめ利
用目
的が明
白であ
る
ことか
ら、
例外的な場
合
に該
当し、
その
明
示ま
たは
通知・
公表は
必要がな
いと
思わ
れる
かもし
れ
ませ
ん。
しかし、
採用選考
にとど
まらず
、
採用後
の
人事
労務
管理
の
ため
の利
用を
念頭
に
置い
て取
得す
る情
報もあ
ると考えら
れ
ます
の
で、
原則ど
おりに、
あら
かじ
め明
示
または
通知
・公
表を
行わ
なけ
れば
なりませ
ん。
また、
本法
では、
個人情
報の
取
得手段
に
つい
て
も、
不正
の手
段に
より
取
得さ
れ
た個
人情
報は、
それ
が利
用さ
れる
ことに
より
本人
の権
利利益
を
侵害す
る
おそ
れ
が高
いこ
とか
ら、
「偽
りそ
の他の不
正
の手
段」
を用
いる
こと
が禁
止さ
れ
てい
ま
す(一
七
条)
。
「不正
の手
段」
には、
不適
法な、
また
は適正
性
を欠
く方法
や手続き
が含ま
れ
てい
ま
す。
たとえば
、
他の法
律に違反し
て個人情
報
を取
得す
る
こと、
他人
の管
理下にあ
る
個人情報
を
正当な権
限
なく
取
だま
得す
る
こと、
または、
人を
踊したりし
て個
人情報
を取
得す
るこ
とが
該当
します。
従業員等か
らの
個
人情報
の収
集
にお
い
て、
旦ハ
体的
に、
ど
のよ
う
な方法
または
手続
きが本
従業員の個人情報保護Q&A
法一
七条違反と
して
問
題と
なり
うるか
につ
いて
は、
Q9
およ
び
Qm
を
参照
して
く
ださ
い。
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個人情
報保護法
では、
「セン
シ
ティ
ブ情
報」
の収
集の禁
止
また
は制
限に
つい
て、
そ
の類
型的
な定
義を
あらかじめ行
うことは
極
めて
困難
である
ことか
ら、
何
らの
規
定も
定め
てい
ませ
ん。
しかし、
本法
の特
別法
にあた
る職
業安定法
五条
の四
およびそ
れ
に関
する
指針
で
は、
原則
として、
求人企業は
求職者
から、
①人種、
民 族
、
社会
的身分、
門地、
本籍
、
出生地そ
の他
社会
的差別
の原
因
となるおそ
れ
のある個
人情報、
②思想
およ
び
信条、
③労働組合
への
加入
状況
とい
った
、
特定
の情
報の収
集を
禁止
し
てい
ま
す。
例外
として
、
特別な職
業上
の必要性
が存
在する
こと、
その
他
業務
の目的の
達成
に必要
不可欠
であ
って
、
収集
目的
を
示し
て本
人
から
収集
するときは、
それ
らの
個
人情
報の収
集が
許さ
れ
ることに
なって
いま
す。
同様
に、
前述
の行
動指針
でも、
求職者
のみ
な
らず従
業員等
の個
人情
報の
収集
が
禁止また
は制
限さ
れ
てい
ま
す。
従業
員等の
人格
白
体にか
かわり、
不当な差
別
に利用さ
れ
るおそ
れ
の高
い
個人情報、
つま
り人種、
民族
、
社会
的身分、
門地、
本籍
、
出生地等や、
思想、
信条
およ
び
信仰
に
つい
て
は、
原則
としてそ
の収
集を
禁止さ
れ
てい
ま
す。
また、
労働組合
への
加
入状況
等の個人
情報
に
つい
て
も、
法令も
しくは
労働協
約
に特段
の
定めがあ
る
場合、
また
は、
法令も
しくは労
働協
約に基
づく
義務
の履
行のため必
要な場合
を
除き、
労働組
合およ
び
従業員
等の意
思に
反す
る
その
収
集が禁止
され
てい
ま
す。
行動指
針は
、
ただ
ち
に法
的拘束力
を
有す
る
もの
ではあ
りませ
ん
が、
だから
とい
っ
て軽
視
してよ
いと
いう
わけで
はありませ
ん。
同指
針で示
され
て
いる
ルlルに
著しく
反
して
前掲
の
個人
情報が収
集され
る
と、
個人
情報保護法
一七
条の
「適正
な取
得」
に反
する
と評
価されう
るか
らで
す。
なお、
従業員等
の健康
情報
も、
厳格
に保
護
され
る
べき
セン
シ
ティ
ブ情
報です
が、
その
取
り扱
いに
関し
ては、
Qn
で述べ
る
こととし
ま
す。
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族・身上
、就
業外活
動、
持ち家状況、
債務
等に関す
る申告・調査
これ
らの
極
めて
プラ
イベ
トー
な事項
に
つい
ての
申告
・調査
は従
来
から、
就職
差別と
の関
連で問
題視
され
てきたも
ので
す。
Q9
で述べ
ましたように、
職業
安
定法五条
の四
およ
び
それに関
する
指針
に基づ
き、
従業
員の募
集を
行う企
業は応募者
から、
社会
的差別
の原
因
となる
おそれ
のある
個人
情報
を
収集
する
こと
が禁止
され
て
いま
す。
また、
同指
針では、
就職差
別に
つな
がる
身元調
査
や社用紙
従業員
の伺人情
報保護Q&A
の使
用
とい
っ
た悪
弊を絶
つこ
と
を目
的
として、
本人
から
の直
接収集、
または、
本人
から
事
前の
同意を得た
う
えで
の第
三者から
の間
接収集を義務づ
けるとともに、
応募書類
を提出さ
せる
ときは所
定の用
紙
(つま
り、
就職
差別に
つな
がるお
それ
のあ
る事項を除
いた
もの)
を用
い
るこ
とも
求
めて
いま
す。
したが
って
、
従業員
の募
集を行
う
企業は
、特
別な職業上
の必
要性
が存在す
る場
合等を
除き、
家族
・身上
、
就業外活動
、
持ち家状
況、
債務および
労働組合
へ
の加
入状況
等に関
する申
告を求め
るこ
とは
できませ
ん。
仮に、
特別
な職業
の必
要
性が存
在
する場
合であ
って
も、
収集
の
目的を示し
て本
人から収
集する
ので
はな
く、
本人
に無
断で
本
人以外
の者からそれ
らを収
集す
ると
いっ
た調
査もも
ち
ろん
許さ
れませ
ん。
他方
、
現従
業員に
つい
て
は、
たとえば、
家族
手
当また
は住
宅手
当の
支給
や、
特定
の職
種
の適
性の把
握
等のため、
企業は極
めて
プラ
イベ
トーな
事項
に
つい
て申
告を求
め、
調査を行
う正当な必要
性が存す
る場合が
あります。
行動指
針によると、
そのよ
う
な場
合には、
収集
の目
的を示し
て本
人に
申告を求
め、
本人
からそれ
らを収
集する
ので
あるならば、
何ら問題はあり
ませ
ん。
さらに、
特定
の職
種の適
性を
判
断す
るため、
債務
や就
業外活動
等に関する調
査を実施し
よう
とするときは、
少なく
とも、
本人
以外
の者
から個
人情
報を収
集
する
に際して求
められる
次
の条
件のうち
いず
れか
を満た
さなければなり
ませ
ん。
①収集先
、
目的、
項目等を事
前に
本人
に通
知したう
えで、
同意を
得る
こと、
②法令
に定め
がある
こと、
③従業員
等の生
命、
身体
または財
産
の保
護のため
に緊
急に
必要が
あること、
④業務
の性
質上
、
本人収
集
が
その
適
正な
実施
に支障
を
与
え、
その目
的の達
成が
困難と
な
マhvこシ」
⑤そ
の他
、
本人以外
の者か
ら収
集す
る
ことに
相当
の理
由があ
る
こと、
です。
要す
る
に、
現従業員
について
は、
個人
情報保護法
一七
条の
「適
正な取
得」
に違反しな
い
ため、
直接
の
法的拘束力
はあ
りませ
んが
、
行動指針
の一
不
すルl
ルに
則し
て、
家族
・身
上、
就業外活動、
持ち
家状況、
債
務等
の申
告を
求め
、調
査を実
施
しなけ
れ
ばな
りませ
ん。
@従
業員の所持品
検査
、ロ
ッカー
検査
、観察・監視
企業は
、
満足
の
ゆく
労務が提
供さ
れ
ている
かどうか
の確
認を
はじめ、
業務
上の
財産
の保
全や
職場内
の安
全衛生
の確
保
等のため、
従業員
の言
動に
つい
て観察、
調査な
い
し監視を行
、つ
必要
が
あります。
実際
に、
労務指揮権
または施
設管理権
の行
使の
一環
として、
そのよ
う
な従業員
の個
人情報
の収
集が
行わ
れ
てい
ま
す。
しかし、
その
際に
用いられ
る情
報
収集
の方
法や
手
段によ
って
は、
従業
員のプラ
イバ
シー
や人格
権等
人格的利益
が侵
害さ
れる
おそ
れ
が
あります。
この
こと
により
、
従来
から裁
判所
に
おいて
、
所持品検査
、
ロッ
カー
検査
、
従業
員の
観察
・監視等
の適
法性
が
争わ
れて
きま
した。
たとえば、
所持品検査
に
つい
て
は、
その
拒否
を理由
とす
る
懲戒処分
の適
否が
争わ
れ
た西
日本鉄道
事件最
高裁判決
(最判昭
四三
・八・二判
時
五二
八号
八二頁
)
があります
。
同判決
で
は、
所持品検
査を適法
とする
四条
件が
示さ
れ
ました。
①そ
れを
必要
とす
る
合理的理由
の存
在、
②方法と
程度
の妥
当性、
③制度と
しての
画一
的な実
施、
④就業
規則等
明示
の根
拠、
で
従業員の個人情報保議Q&A
す。
つま
り、
それ
ら四
条件を
満たす
検
査は適
法である
の
に対し、
それら
のうち
いず
れかを
欠くよ
うな検査
は違
法と
判
断されま
す。
また、
ロッ
カ
検ー
査に
つい
て
は、
従業員
本
人の
同意を
得ず
に行
えば
、
プラ
イバ
シー
侵害
にあたり、
違法と
され
ま
す(
関
西
電
力
事
件
・最
判平
七
・九
・五労判
六八
O
号二
八頁
)。
さらに、
従業員
の観
察
・監
視に
つい
て
は、
たとえば、
組合活動
の
情報収集
のため
従
業員
控室
に盗
聴器
を
仕掛け
た岡
山
電気軌道事件
(岡
山地
判平
三・
二一
・一
七労
判
六O
六号五
O
頁)
があります。
本件
は、
職場内
の私
的領域
とも
いえる
場所
(休憩室
や食堂)
にお
い
て従
業員
間で交わされ
る私
的会
話を
秘密裏
に傍
受した
事例
で
あり、
違法とされました。
他方
、観
察・
監視
の対
象が職務遂
行
自体
であ
る場
合で
さえも、
その
目的、
態様
・程度
、
侵害的
では
ない
他
にとり
うる子
段
の存
否、
事前説
明・
協議
等諸
般
の事
情に照
らして、
違法
とされる
こ
とが
あります。
たとえば
、
指導員
の教
育訓練
のため教
習車
に
テー
プレ
コ
ダーー
を設置した
広沢自
動車学校事件
(徳島
地
決昭六
一・一
一・一七
労判四
八八号
四六頁
)
では、
録音
の
実施
に
あた
り十
分な事情説明
や協
議を
通じ
て従
業
員の納
得を
得るよう
努めなか
った
こ
とや
、
監視
による
心理的圧迫を考
慮
して
、
従業員
の
「自由
な同
意」
を得る
ことな
く一
方的
に録
音する
ことは違
法であるとされました。
もち
ろん
、
企業は
、
所持品検査
、
ロッ
カ
検ー
査また
は従
業員
の観
察
・監
視等
の実
施に際
して
、
これ
らの判
例や
裁判
例の示
すル
ルーに
留
意す
る
必要があります。
それ
らのルlルに
反して実
施す
れば、
もち
ろん
、
個人
情報保護法
一七
条の
「適正
な取
得」
にも違反す
ること
にな
ります。
@コン
ピュー
タ・モ
ニタリングや電子メールの監視
職場
へ
のコン
ピュ
ターお
よ
び
その
ネ
ット
ワー ク
の普及に伴
い、
それら
の悪
用や情
報の流
出等
諸問題
が
生じてお
り、
それら
に対す
るモニ
タリング
・監視が行わ
れるよ
うにな
って
き
ました。
それら
の実
施方
法
または手
続き
が、
従業
員のプラ
イバ
シー
や
人格
権等
人格
的利
益
の保
護と
の関
連で問
題となり
ます。
実際
に、
電子
メ
lル
の監視等
をめ
ぐ
る諸
事件
が裁判所
で争
われました。
結論
として、
当
該監視
の違
法
性
を認め
る判
決は
いま
だ下
され
て
いま
せん
が、
少
なくとも、
企業が従
業員
に
よる
合理的か
つ
必要な範聞
で
の電子メ
1ル
の私
用を
許可な
い
し黙認し
てい
るとき、
従業員
に対し
事前
に
通知
する
こと
なく不
当な目的
でそ
の監
視
を
行う
と、
プラ
イバ
シ
侵ー
害
となる
と判
断され
る余地
はあ
ります
(F社Z事
業部事件
・東京地
判平
二二
・一
二・
三労判八
二六
号七
六
頁、
日経
クイ
ッ
ク情
報事件
・東
京地判平
一四
・二
・二六
労判八
二五
号五O頁
)0
また、
電子
メ
Iル
の監
視を含
め、
ビデ
オ
カメラ
やコ
ン
ピュ
ター等
によ
る従
業
員の
モニ
タ
リング
に
関し
ては、
経済産
業省ガ
イド
ラ
インで
、
個人
情報保護
法二
O条
の安
全管理措置
の
一環
として
それ
らを実
施する
に際
しての
留
意事項
が
示され
て
おり、
それら
に従
っ
て従
業員
等の
モニ
タリン
グを行
う必要があり
ます。
つま
り、
①モ
ニタ
リングの
目
的を
あらかじめ特
定し、
社内規
程に
定め
るととも
に、
従業
員等
に明示
すること、
②モ
ニタ
リング
の実
施責任者と
その
権
限を
定
めること、
③モ
ニタ
リ
ング
を実
施す
る場
合には、
あらか
じめその実
施に
つい
て
の社
内規程案
を
策定し
、事
前に
社
内に
徹底
する
こと、
④モ
ニタ
リング
の実
施状
況に
つい
て
は、
適正
に行
われて
い
るか
監査ま
従業員
の個
人情
報保護Q
&A
たは確
認を行
うこと、
です
。
また、
同ガ
イド
ライ
ン
および
雇用管理指針
により
、
当該社内規程を策定す
るに
あっ
て
は、
あらかじめ労
働組合
等
に通
知し、
必要に応じ
て協
議を行う
こ
と、
また、
その
策
定後、
従業
員等
に周
知する
こと
が望
まし
い、
とされ
てい
ま
す。
それ
らに
加
えて
、
行動指針によると、
モニ
タリン
グを行
う場合
、原
則と
し
て従
業員
に対
し、
実施理由、
実施時間帯、
および収
集さ
れ
る情
報
内容
等
を事
前
に通
知する
とともに、
従
業員
の
権利利
益を侵害し
ない
よう
配慮する
こと、
とり
わけ
継
続的
な
モニ
タリング
は従
業員
の健
康と
安全
の確
保、
または、
業務上
の財
産の
保
全に
必
要な場
合に
限
定する
こ
とが
求めら
れて
いま
す。
以上
のルー ル
について
、
企業が
、
まった
くま
たは
ほと
んど留
意
する
ことな
く、
従業
員の
モニ
タリン
グを実
施
したならば、
個人
情報保護法上
、そ
れは
違法性を帯び
たも
の
であると
評価さ
れ
るでしょ
う。
OH
lV検査、
薬物
・アルコ
ール検査等
企業は
、
適切な人員配置
や安全
配慮義務
の履行
等の観点か
ら、
従業
員の
精神
または身
体
の状
態を把
握
する必要
が
あり、
その
ため
の各
種の
検
査を実
施
する
こと
が
あります。
それ
ら
の検
査
の方
法ま
たは手
段によ
って
は、
従業
員
のプ
ライバ
シ
等ー
人格的利
益が
侵害さ
れ
るお
それ
があ
ります。
行動指
針では、
従業
員等の権利利益を
侵害す
るおそ
れ
の高
い各
種の
検査
に関し
て、
その
侵害
のお
それ
の程度
、
検査
の
必要性、
企業
で
のそ
の実
施状況
等を
ふま
えて
、三
つの
類型
に
分け、
それ
ぞれ
に応
じ
た規制が加
えら
れ
てい
ま
す。
まず
第
一に
、
、っ
そ発見
器そ
の
他類
似の
真偽判定
機器
を
用い
た検査、
HI
V検
査、
およ
び、
遺伝子診断
に
つい
て
は、
雇用と
の関
連性
や検査
の信
頼
性へ
の疑
問、
およ
び
偏見や差別
を惹
起させ
る可
能性
を
考慮し
て、
原則
的にその実
施
を禁
止
する
こと
として
いま
す。
HIV
検査
に
つい
て
は、
本人
に無
断でそ
れを
受検
させ
たこと
を
違法
とし
た裁
判例
(T工
業事
件・
千葉地判平
二一
・六・
一二労
判
七八五号
一O
頁等)
や、
「職
場におけ
るエ
イズ
問題
に関
するガイ
ドライン
」
(平
七・
二
・二
O
基発第七
五
号
、
職
発第九
七号
)
もあ
り
ます
。
第二
に、
性格検
査そ
の他
類
似の
検査
に
つい
て
は、
人員
配
置や
安全
配慮義務
の履
行等
にと
って
その
実
施が必要
とされ
る反
面、
その
目的等があ
いまい
な形で行われ
ると被
験者
の権
利
利益
が損
なわ
れる場
合が
あること
を
考慮
し
て、
従業員
等に
対しあ
らか
じ
め検
査
の目
的や内
容等を
説明した、?
えで、
そ
の明
確な同
意
を得
て行
うこととし
てい
ま
す。
第三に
、
アル
コー
ル検
査および薬
物検査
に
つい
て
は、
原則
とし 、
特別
な職
業上
の必
要
性(
つま
り、
他者
の安
全に
直
接か
かわ
る職
務であ
る等
職務
の性
質に照
らしてその実
施に
合理性が
ある場
合)
があ
って
、
本人
の明
確な
同意
を得て
行う場合
を
除き、
行つ
ては
ならな
いとして
いま
す。
行動
指針は
法的拘束力
を有
する
もの
では
あり
ませ
ん
が、
向指針
の示
すル
lル
に留
意し、
慎重な
配慮をも
って
これ
らの
検査
を
実施
する必要
が
あると
いえ
まし
ょう
。
なお、
健康
情報留意
事項
でも、
HIV
感
染症
やB型肝
炎等、
職場
で
の感
染・
蔓延
の可
能
従業員の悩人情報保護Q&A
性が
低い
感
染症
の情
報や、
色覚検査等
の遺
伝情報
に
つい
て
は、
職業
上の特
別の
必要性
があ
る場
合を
除き、
従業員等か
ら取
得
すべ
きではな
い、
とされ
てい
ま
す。
t�，:l�l�  
で 受 派
き け 遣ま 入祉
す れ 員か舎の。社個
で 人
派情
遣報祉 は員 漏
か遣ら 会直社
接 かに ら
個 入
入 手
情で
報 きを な
取 い
得 の
す で
る す' 合B
と
は また
慾
人材派
遣会
社が派
遣先
(つま
り、
受け入
れ会社)
に対
し
派遣労働者
の個
人デ
ターを
提供す
るこ
とは、
「第
三者
へ
の提
供」
に該当
し
ます。
した
が
って
、
人材
派遣
会
社は
個人情
報保護法上
の「
第三者
へ
の提
供」
に関
す
るル
lルを
遵守する
必要があ
ります
(Q
Mを参照
)。
もち
ろん
、
人材
派遣
会
社がそ
れを
道守
し
てお
れ
ば、
派遣
先は通常、
労働者
派遣法三
五条の規
定により
派遣先
に通
知す
べ
き事項
(派遣
労働者の氏名、
労働
・
社会保険
の
被保険者資格
の有無に
関する事
項、性別、
年齢等)
のほか、
その
指
揮命令
の
もと
で派
遣労働者
を
労働さ
せる
ため
に必要
となる、
当該派遣
労働者
の業
務遂行能力
に関
す
る情
報の
提供
を
受
ける
ことが
でき
ます。
それ
以外
の個
人情
報に
つい
て
も、
人材派
遣会
社が利用
等
の目
的を
示し
てあ
らかじめ派
遣
労働者本人
の同
意を
得た場合、
または法
律
に定め
がある場
合には、
派遣
先は人
材派
遣会社
からそ
れ
らの
提
供も受
けることが
でき
ます。
しか
し、
①人
種、
民族、
社会
的身分、
門地、
本籍、
出生地そ
の他
社会
的差
別
の原因
となるおそ
れ
のあ
る事項、
②思想
お
よび
信条、
③労
働組
合へ
の加
入状況
等
の情
報に
つい
て
は、
原則と
して
、
人材派
遣会社
によ
る収
集が禁
止さ
れて
い
ることか
らも明ら
かなように、
派遣先は
人材派遣会社か
らそれら
の個
人情報
の提
供
を受け
る
ことは
できませ
ん
(労
働者
派遣法
二四
条の
一二、
それ
に関す
る指
針)
。
他方
、
派遣
先が
派遣労働者
から直
接に
個
人情
報を取得
するときは、
自社従業員
から
個人
情報を
取得
する
のと同
様なそ
の
適正な取
り扱
いが
求め
ら
れま 。
また、
通常
、派
遣先が派
遣労働
者から取
得
することが
許され
るの
は、
派遣先
その
指
揮命
令の
もと
で派
遣労働者を
労働
させ
るの
に必要
となる
個
人情報
の範
囲に限
定
される
こと
になる
でしょう
。
なお、
派遣労働者
の受け
入れ
に際し
て
、派
遣先は
、
派遣
労働
者の選定
を行
うことはそ
も
そも許さ
れて
おらず
、
そのこ
とを目
的と
す
る事前面接を行
った
り、
履歴
書の送
付を
求めた
りする
こと
が禁
止され
ている
こと
に留意す
る必要
があります
(労働者派遣法
二六
条七
項)
。
内論
現従業員ではなく、
就職応募者に
つい
ては、
4 E 滑
留意したら
いいの
か教えてく
ださい。
特にどの
ような点に
襲量
就職応募者
の個
人情報
の取
り
扱い
について
は、
個人
情報保護法
のみな
らず、
その
特
別法
にあた
る職
業安定法
五条
の四
およびそれに
関す
る指針
にも
留意す
る
必要があります。
その具
体的内容
に
つい
て
は、
すで
にQ9およびQm
で述
べま
した
ので
、
参照し
てく
ださ
い。
従業員
の個人情報保護Q
&A
q d 情
不採用とな
った人
の応募書類
(履 歴書、
職務経歴書)
は
4 E E
返却しなければな
らないので
すか
。
不採用者
の個
人情
報の
取り
扱い
につ
いて
は、
個人
情報保護法
は具
体的な義務
を課
しては
いま
せん
が、
職業安定法
五条
の四
に関
する指
針に従っ
て、
原則と
し
て、
法令上保管義務
のある
情
報を除き、
速やかに返
却また
は破
棄
・削
除す
べき
でしょう
。
ただし
後日、
何らか
の訴
訟が提
起され
るおそ
れがあると
きは、
不採用決定以
後一
0年
間程
度は、
不採用者
の
個人情
報を保
管しなけ
ばならな
い
よう
な場合もあ
るか
も
しれませ
ん。
中途採用
の募
集にお
いて
、
かつて
不
採用と
された者
が繰
り返
し
応募し
てくる
ことが
あ
り、
早い段
階で
ふる
い落
とし
た
いの
で、
当該者
の個
人情
報を保
有し続けた
いと
思う
ことが
あるかもしれ
ません。
しかし、
不採用者
の再
チ
ャレン
ジ
の保
障と
いう
観点
から、
そのよ
う
な保
有は望
まし
いもので
は
ありませ
ん。
したが
って
、
不採用
とな
っ
た人の応
募書類
は、
原則と
して
、
不採用決定
後速
やか
に返却
または破
棄し
なければ
なり
ませ
ん
。
。M
企企業 業肉 がで いは 2
EZ 
鵠周 レl た
そ 塗良貴
わ 等
錯す 人
か
g
'i 
璽亀
個人情
報保護
法では、
原則
として
、
個人
情報
の
目的外利用が禁
止さ
れて
いま
す(
一六
条一
項
)。
したが
っ
て、
企業は、
あらかじめ
特定
した
利用目的
の達
成
に必
要な範囲
内で
しか、
従業
員
等の
個人情報を利用
する
ことがで
きませ
ん。
も
し当該利
用目的以外
の目
的で従
業員等
の個
人情
報を
利用し
たいの
で
あれば
、
従業
員
等本
人
の同
意を得なければ
なり
ません
(同条同項)
。し
かし
、
利用
目的
の変
更が事
前に
特
定した
目的と
相当
の関
連性を
有
すると合
理
的に認
められ
る範囲
内で
あると
きは、
変更後
の利
用目
的を
従業員等
本
人に通
知また
は
公表す
れ
ば、
本人
の同
意ま
でも
得る
必要はあり
ません
(一
五条
二項
、一
八条
三
項)
。
この
よう
に、
事前
に特
定し
た利
用目的に基づ
き、
金業によ
る従
業員等
の個
人情報
の利
用
を制
限す
ること
によ
って
、
人事労務管理
または福
利厚生
と
いっ
た本
来の
利用目的と
は異
な
る従
業員等
本
人の予
期しな
い
目的
で個
人情
報が利用され、
従業
員
等の権
利利
益が侵
害され
ること
が未然に防止
さ
れることに
なっ
てい
ま
す。
また、
雇用管理指
針では、
業務上
個
人デlタ
の取
り扱
い
に従
事す
る者お
よび
その権限
を
明確
にした
う
えで、
①業務上
の取
り扱
いの
権限
のある
者のみ
に対し、
業務
の遂行にと
って
従業員の個人情報保護Q
&A
響藍翠轟
必要な範囲
内のみで
個人
デl
タを取
り扱わ
せ
ること、
②個
人
デlタ
を取
り扱う者
が、
業務
上知り
えた個
人デlタ
の内
容
をみ
だりに
第三
者に知らせ
、ま
たは
不当な
目的に使
用しな
い
ように
すること、
とい
った
ルー ル
も示さ
れ
てい
ます。
これ
らは、
個人
情報保護法
二O
条お
よび
一二
条の
要請
する安
全管理措置
の一
環と
して
講
ずるよう
求め
られ
る事
項です
が、
それ
らに
反
して
個
人情
報が利
用さ
れ
た場
合、
事情
にもよ
りますが、
前述
の
「目的
外利
用」
に該
当し、
本法
二ハ条
一項違
反が問わ
れ
る余地もあります。
それ
らに
加
えて
、
行動指針
では、
コン
ピュ
ター
等
による
個
人情報
の
自動処理
またはビ
デ
オ等に
よる
モニ
タリング
の結
果のみに
基づ
く、従業
員へ
の評
価ま
たは
雇用上
の決
定の禁
止、
とい
った
ルlル
も示さ
れ
てい
ま
す。
これ
につ
いて
は、
人事
労務管
理
の効
率
化のため、
高度
の情
報処理技
術
の活
用
が今
後増加す
ると見
込ま
れ
るなか
それ
らのみ
に依拠し
て従
業
員の
評価を行うと
、
一面
的なも
のとな
りがち
で、
従業
員に
と
って
予期
せぬ
不利
益を
もたら
すと
の懸
念が
あり、
それ
を先
取
りして対
応
する、
注目す
べき
ルlルで
す。
ミ15つ 名い 簿て のは 作
ど成
な祉
惣
幕 開
針
路
拍
手突か慶弔のお知らせ等
従来
から企
業では、
従業
員
等の氏
名、
住所、
所属部署、
電話番号、
趣味、
出
身校、
家族
状況等個人情報
を使
用して、
社内名簿を
作成
し
たり、
社内報
で新
人
を紹
介したり
、
ある
いは
、
慶弔
の
お知ら
せをすると
い
った
ことが
行わ
れ
てき
ま
した。
この
よ
うな名
簿作成
、
社内
報によ
る新人紹
介、
または慶
弔の
お知ら
せ自体が、
個人
情報保護
法で禁止
され
てい
るわけではあ
り
ませ
ん。
それら
が問
題と
される
のは、
それら
を
目的
とする個
人情
報の利
用が本
法
二ハ
条一
項の
禁止
す
る「
目的外利
用」
に該
当
するか、
ま
たは、
その目
的外利
用に
つ
いて
従
業員
等本
人から
事
前の同
意を
得て
いないかの
う
ち、
いず
れか
の場
合です
。
したが
って
、
従来
どお
り、
名簿作成
、
社内
報による
新
人紹
介
、
慶弔
のお
知
らせ
を
行い
た
いな
らば
、
個人情
報の利
用
目的にそれら
のこ
とも
加え
たう
え
で、
従業員
等
から個
人情報
を
取得
す
るに
あた
り
その
旨を
あら
かじめ明
示
ま
たは通
知も
しく
は公
表する
ことに
より、
従業
員等
の個
人情報
を
適法
に利
用する
ことが
でき
ます。
とは
いえ
、
名簿
や社
内報等
を
通じ
て従
業員
の
個人情
報が社外
に流
出する
リスクを
考慮
すると、
緊急連絡網
など業
務
の遂行に不
可
欠な
もの
であるなら
ば
いざ
知らず、
目的およ
び
効果
のほ
どが不
明な利
用の仕
方に
つい
て
は、
見直し
を
図る
べき
時機
に
きて
い
ると思わ
れます。
新商品
の販
売
キャン
ペー
ンの
ため、
従業員
およ
び
その
家
族の個
人情報
を
利用
す
ること
に
つい
て
も、
人事
労務
管理
または
福利
厚生
と
いっ
た
当初
の本
来の
目的
とはま
っ
たく
異な
る目
的によ
る従
業員等
の個
人情
報
の利
用である
ことか
ら、
前述
のこ
とがよ
りい
っそ
うあ
てはま
りま
す。
すなわ
ち、
その
ような利用
を
適法
に行
う
ため
には、
あらかじめ
「(
新商品
の)
販
売キ
ャ
ンペ
ンー
」
を利
用目的
に加
えた
う
えで、
個人情
報の
取
得に際
してその旨を
従業員
に
明一不
または通
知も
しくは
公表
するか、
ある
いは
、
販売
キャ
ンペー ンを
実施
しよ
う
とすると
きに、
本人
から事
前の同
意を
得るか
の
うち、
いず
れか
を
なさなけれ
ば
なり
ませ
ん。
従業員
の他人情
報保設Q&A
なお、
懲戒
処分
の社
内通知
・公
表に
つい
て
は、
個人情
報
の利
用に関
する前
述のル1ル
を
遵守
するだけ
ではな
く、
名誉段損と
の関
連で
も十分な注意を払う必
要があります
。
つま
り、
公表
の方
法、
内容、
経緯
等によって
は、
名誉段損と
なり、
損害賠償
の責
任等が
生じる
から
です
。
裁判
例による
と、
名誉段損と
して
法
的責任を
問
われ
ない
のは、
「公表
行
為が、
その具
体的状況
のも
と、
社会
的にみ
て相
当
と認
められ
る場
合、
すなわち、
公表
する側に
と
って
必要やむ
を得な
い事
情があり、
必要
最小限
の表
現を用い、
か
つ被
解雇者
の名
誉、信用
を可
能な
限り尊
重した
公表
方法を
用
いて
事実
をあり
のま
ま
に公
表し
た場
合に限
られる」
と
され
てい
ます
(泉屋東
京庖事件
・東
京地判昭
五二
・一二
・一
九労判三
O
四号
七
一頁
参照)
。
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個人情
報保護
法では、
原
則と
して、
本人か
ら事前
の同
意を得る
ことな
く、
個
人デー
タを第三者に提
供
する
ことを
禁止
して
いま
す
(一
一一一一条
一項
)。と
いうの
も、
本人
の知らな
いう
ち
に、
個人情報が無制限
に第三者
へ
提供
されると、
その
後、
ど
のよ
うに利
用され、
どこに
移
転さ
れるか
が把握
でき
ず、
本人
にと
って
不測
の権
利利
益へ
の
侵
害が
生じる
おそれが
あるから
です。
もち
ろん、
同一
企業
内にお
いて
、
ある
部門から他
部門
に従
業員
等の個
人デl
タを提
供す
る場
合は、
「第
三者
へ
の提
供」
にあたり
ません
ので
、
その
限りで本人から同
意を得
る必要
はあ
り
ません。
ただし、
利用目
的による
制
限を受け
る場
合は
あります。
他方、
出向
もしくは転
籍を行う
に
際し
て、
出向先も
しくは転
籍先
企業に対し対
象従業員
の個
人デl
タを提
供す
る場
合、
退職者
の転
職先
もしくは転
職予
定先
に対し当
該
退職者
の個
人デlタ
を
提供す
る場
合、
または、
労働
組合
に対し従
業員
の個
人デlタ
を提
供す
る場
合
は、
基本的に
「第
三者
へ
の提
供」に該当し
、あ
らかじめ
従
業員本人
から同
意を得
ること
が
必要と
なります。
したが
って
、
質問
のよ
うに、
関連会社
または取
引先
の求め
に応じ
て従
業員
の
個人
情報を
提供す
る
こ
とは
「第三者
へ
の提
供
」
にあた
り
、従
業員本人
か
ら事前
の
同意を得な
け
れば
、
提供す
る
こと
は許され
ません。
とは
いえ
、
個人情
報保護
法では、
個人情
報の有
用
性に
も配慮
すると
いう
観点
から、
本人
の意思にかかわ
らず第三
者に個
人
デlタ
を
提供
する
こと
につ
い
て合理性
がある場
合や、
第
三者
へ
の提
供を行う
つ
ど
、本
人に
事
前の同
意を求め
るこ
とが
適当
ではな
い場
合もあ
る
とし
て、
以下
の三
つ
の例
外が設け
られて
いま
す。
まず第
一
の例
外
として、
①法
令に基づ
く場合、
②人
の
生命、
身体
または財
産の
保護
に必
要で、
本人
の同
意を得る
こと
が困
難
なとき、
③公衆
衛生
または児
童
の健
全育
成に
特に必要
で、
本人
の同
意を得る
こと
が困
難
なとき、
④国
等によ
る法
令の
定め
る事
務の遂
行に協
力す
る必
要があ
り、
本人
の
同意を
得る
こと
により
そ
の遂
行に
支障
を及ぼすおそれがあるとき
は、
本人から
事
前の同
意を
得る
ことな
く、
所定
の第三者に対
し個
人情報を提供
することが
許さ
れて
いま
す
(一
一一一一
条一
項一
i四号
)0
従業員の伺
人情報保護Q
&A
第二
の例
外は
、
いわゆ
るオ
プトアウ
トによる
個
人デlタ
の第三者
への
提供
です
(一
二二
条
二項
)。
これ
は、
第三者
へ
の提
供を利用目的
と
する
こと
をはじめ、
提供さ
れる個
人デlタ
の項目やその提
供手段な
いし
方法
に
つい
て、
あらかじめ本
人に通
知し、
または本
人が容
易
に知り
うる状
態に置
いて
お
くと
ともに、
本人
の求めに応
て第三者
へ
の提
供を停
止する
こ
とを
条件
として、
本人
の同
意を得る
こと
なく個
デl
タを第三者に提
供する
ことを
認め
る
もの
です
。
第三
の例
外は、
個人情報
の
提供元と
提供先と
を
一体
のも
のとして
とられる
ことが
適当か
っ合
理的な場合があり、
この
よう
な場合
の提
供先を
「第三
者」
に該
当しな
いも
のとし
、本
人から
事
前の
同意を得なくと
も、
それ
へ
の個
人デlタ
の移
転を
認め
る
もので
す
(二
三条四
項)
。
第三者
に該
当しな
いと
され
るの
は、
①利用目的
の達
成に
必要
な範
囲で
の委
託先
への
提供
(同項
一号)
、
②合併
等によ
る事
業の承
継に
伴う提供
(同
項二号
)、
③グ
ルー
プによる
共同利用
(同項三号
)、
とい
っ
た場
合で
す。
従業員
等
の個
人情報
を第三者に提
供す
るに
際
しては、
それぞれ
の状況に応じ
て、
これ
ら
の例
外の
活用も考
慮
する
必要が
あるでし
ょ
う。
なお、
雇用管理指針
で
は、
提供
先で
の情
報漏
えい
・流出
等のトラブ
ルを
防止
するため、
提供先
の講
ずべ
き措置、
つま
り、
個人
デ
1タの漏
えい
・盗用
の禁
止、
再提
供に際し
ての
提
供元
の了
解の取
得、
保管期
間や
保管方法
の明
記、
利用目的
達成後
の速
やか
な返却
・破
棄、
複写
・複製
の禁
止を、
あらかじ
め契約
等で明
らかにしてお
くことが
求め
られ
てい
ま
す。
'
議
出向や転籍の場
合には、
当該従
業員の個人情報はある程
度出向先や
園4
4 寝
転籍
先に
提供する必要
があると
思いますが
::
:。
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また、
親会社と関連会社と
で出向者
の個人情報を共同
利用したほう
が
ぎ
効率的だ
と思いま
すが、
可能ですか
。
グルー
プ
・関連企業聞
の
人事交流
にお
い
て、
対象
従業員等
の個
人情報を
やり
とり
する
ことは
、
たと
え企業グ
ルー
プ
内で
あるとし
ても、
それぞれが別
の法
人
格を有
するため、
「第三者
へ
の提
供」
に該当します。
したが
って
、
個人情
報
の
提供
に際
してその
つど
、
本人
か
ら事前
の
同意を
得なければ
なりま
せん。
しかし、
企業にと
って
は、
この
よう
な手続きを
いちい
ち踏
むこと
は煩
雑であると思われ
るかもしれ
ません。
それを
取り除く
方法と
して、
QM
で紹
介し
ました第三
の例
外、
つま
り
「グ
ル
プーによ
る共
同利用」
を活用
すること
の検
討
をお
勧め
します。
特に、
人事交流
の範
囲が明
確で、
情報提供
先があら
かじめ確
定
して
いる
よ
うな場
合には、
こ
の例
外を活用す
る
こと
により
、
グルー
プ
・関連企業
間にお
い
て従
業員等
の個
人情報
の交
換
・利
用を
より
スム
ーズ
に行
うこと
が可
能
となる
でしょう
。
ただし、
こ
の例
外を
用
いるのに
は、
共同利用
の対
象
となる個
人デlタ
の項
目、
共同利用
する者の範
囲と
利用目的、
管理責
任者
の名
称等
を、
あらかじめ
本人
に通
知
し、
または本
人
が容易に知り
うる状
態
に置
くこと
が条
件
とさ
れて
いま
す。
従業員の個人情報保護Q&A
}
も
企業には多
くの従業員
が
おり、
その個人情報
の目的外 利用、
または
， 伽 抱
第三者へ
の提供等を行
うのに、
一人
ひとりに
同意
・確寵する
ことは
a E
金
大変です。
組合や従業員代表
等と 話し
合って決めると
いうような
園
出
方法はない
のですか。
よふ恥
個人
情報保護法
一六
条および
二三
条
一項
にお
い
て、
個人情
報
の目
的外利用、
また
は第三者
へ
の提
供を行
うの
には、
あらかじ
め本人から同
意を得
なければ
な
らな
い、
とさ
れていま
す。
こ
のこ
とを
受け
て、
雇用管理指針
で
は、
従業員
の個
人情
報には、
病歴
、
収入、
家族関係
のよう
な機
微に
ふれ
る情
報が含
まれて
いる
こ
とから、
目的外利用
また
は第三者
への
提
供を行おうと
する企業は、
従業員
本人
に
対し当
該個人情報
の利
用目的
を通知
または公
表したう
えで、
当該個人情報
の取
り
扱い
につ
い
て本
人から
口頭
または書
面等
によ
る承
諾を
得る
ことが
求め
られて
いま
す。
賃金
や労
働時間と
いっ
た
すべ
ての
従業員
共通
の労
働条
件であるならば、
労働組
合そ
の他
の従
業員代表と
の交
渉・
協議を
通じ
て、
労働協約ま
たは就
業規則
でそれ
らを決
定
すること
は可
能では
ある
でしょう
。
しかし、
プ
ライバ
シー の
保
護を含め個人情
報に
かかわ
る権利利
益は、
個々
の従
業員
固有
のも
の
であ
り、
それ
らを危
険に
さらすよう
な個人情
報
の取
り扱
い、
つま
り目的外利
用および第
三者
へ
の提
供は
、
たと
え労
働協約ま
たは就
業規則上
の規
定
を根
拠にしたとし
ても、
本人
の意
向を無視し
てま
でも許
される
も
ので
はあ
りま
せ
ん。
あく
まで
も、
おのおの
の従
業員本人
の
個別具
体
的な同意があ
って
はじめ
て
許されるも
ので
す。
G
F
悦業
員等の個人情報を保持・保管
するにあた
っては、
4 . 川
どのよう
なことに留
意しなければ
いけませんか。
個人
情報保護法
で
は、
利
用目的
の達
成に
必要
な範囲
内で、
個人
デl
タを正確
かつ
最
新の
内容
に保
つ
よう
努
めなければならな
いと
され
てい
ます
(一九
条)
0
この
規定は
、
たとえば企
業に
おい
て従
業員
の
個人情
報が正確
性ま
たは最
新性を
欠く
状態
で保
持
され
て
いる
と、
雇一用上
の決
定が従
業員
のあ
りのま
ま
の状
況を公正
に反
映し
ない
形で
行わ
れる
などと
いっ
た、
従業
員に
とって
予
期せ
ぬ
不利益
が
生じる
のを
未然
に防止
する
ことを
意図するも
ので
す。
企業は
、
正確性お
よび
最新性を確保
するため
の具
体的な措置
として
、
デー タ
ベー
スへの
入力時
の照
会・
確認
の手
続き
の整
備、誤り
など
を発見した場
合
の訂
正等
の手
続き
の整
備、
記録事項
の更
新、
保存
期間
の
設定等を
行う
よう
求め
られて
いま
す。
また、
行動指
針では、
①収
集目的
の範囲
内における、
従業員等
にと
って
わか
り
やすくか
っ差
別を
もたら
すこ
とが
な
い方
法によ
る保
管、
②収
集目的に照らし
保
管の不
要
とな
った
個
人情報
の破
棄
・削
除、
③健康情報
の別
途保管、
とい
った
ルiル
も示され
てい
ま
す。
①の
ルl
ルは
、
人材派遣会
社名簿流失事件
におけ
る女
性派遣労働
者へ
の三
段階
(A
・
B-C
)
のランク
付け
で問
題
とな
っ
たよう
な、
容姿
に基づ
く区別、
つま
り差
別のカ
今ラ
ー
ジ
ュの
ため
の暗
号化、
または、
誤っ
た印
象な
いし
誤解を
第三者に与
える
コー
ド
化を禁ず
るも
の
です
。
また、
②の
ルi
ルは
、
使用者
の管
理責任
に伴
うリ
スク
の低
減
の観
点から、
不
従業員の個人情報保護Q&A
用と
なっ
た個
人情報、
たと
えば、
不採用者
や退
職
者の個
人情報
の
取り扱
いの
原
則を
示し
て
いま
す。
③の
ルl
ルは、
個人情
報の
うち
で特に
セン
シテ
ィブ
な情
報である健
康情
報に
つい
て、
より
いっ
そう
の保
護を
図るよう
求め
るも
の
です。
他方、
個人情
報保護
法は
、
保有
して
い
る個
人デ
ターの漏
え
い、
滅失ま
たはき
損を
防止す
るため、
安全管理措置
(二
O条)
、
従業者
の監
督(
一二条
)、
委託先
の監
督
(二
二条
)
を定
め、
より
厳格な情報管理
の措
置を求め
てい
ま
す。
経済産業省
ガイドラ
イン
によ
ると、
本法
の求め
る必
要か
つ適
切な安全管理措置
の内
容
は、
「組織的、
人的、
物理的およ
び技
術的な安全管理
措置」
です
。
単に、
「技術的安全管理
措置」
(個
人デl
タおよび
それを取
り扱う情報
シ
ステ
ムへの
ア
クセス制
御、
不正
ソフ
トウ
エア
対
策、
情報
シ
ステ
ム
の監
視等)
や、
「物理
的安
全管理措置」
(入退館
・室
の管理
、
個人
デl
タの
盗
難防止措置等)
を実施
すればよ
いと
いう
もので
は
あり
ません。
それらば
かりか、
「組織的安
全管理措置」
として
、
安全管理
に
つい
て役員や従
業
員等
の責
任と権限を明確
に定
め、
安全
管理
に関
する規程や
手順書を整備運
用し、
その
実
施状況を確認す
ると
ともに、
「人
的安全
管理措置」
として
、
業務上秘密と
指定さ
れた個
人デlタ
の
非開示
契約を従業員等と
締結す
ること
や定期的な教育
・研修等を
行
うこ
とも求め
られ
てい
ま
す。
さらに、
従業
員等
がこ
の
ような安
全管理措置を道守し
ている
か
どうかを監
督
する義
務もあります
(一
二条
)0
雇用管理指針
で
は、
従業員
等による個
人デlタ
の取
り扱
いに
関する前
述のルlル
に加
え、
とり
わけ
個
人デlタ
の安
全管理を徹
底す
る観
点から
、必
要な知識お
よび経
験を有し
て
いる
者を各
事業所ご
とに
個人
デー
タ管理
責任者と
して
選任
するとともに
、個
人デー
タ管理
責任
者および個
人デ
l
タを取
り扱う者
に対し、
必要
な教育
・研修を行
うこと
で適切な取
り
扱い
を確
保
する
ことが
求められ
てい
ま
す。企業は
、
個人情
報
の内容や
利用
方法
等に照らし
て、
実情
に応じた
各
種の措
置を
講じなければ
ならな
いとさ
れて
いま
す。
n
u
従業員等の個人情報は
いつまで
保管しな
ければならないので
すか
。
、 ， 蹴
退職者の個人情報は
いつま
でも保管しておく
必要はないと思 ます
』
叫
が:
: :。
雪震
個人
情報保護法
では、
不用
とな
っ
た個
人情報
の取
り
扱い
につ
い
て具
体的な義
務を課し
ては
いま
せん。
しかし、
事業者
の管理
責任
に伴
うリ
ス
クを
低減さ
せる
観点
からも、
行動指針
の示
すように、
原則
として、
不用と
な
った
個人情
報は、
法令上
保管義務
のある情
報を除き、
速やか
に返却
または破
棄
・削
除す
べき
でしょう
。
とは
いう
ものの
、
不採用者
の場
合と
は異
な
って
、
退職
したからただち
に、
企業にと
って
退職者
の
個人情
報がす
べて
不
用と
なるわけ
ではあ
りま
せん
。
企業
の
実務担当
者によると、
たとえば、
企業
年金
の支
給、
OB
・OG会の運
営、
本木
および家
族へ
の在
籍情報
の提
供、
退職後
に発
覚した
退職者
の不
正行
為へ
の対
応
等のため、
一定期間ま
たは半
永久
的に、
退職
者の
個人情報を保
有せざ
るをえな
い
そう
です。
たとえ、
その
保
有に
コス
トがか
かり、
事故
のリス
クが増
えるとし
ても、
前掲
の諸
理
由のため、
多数
の企
業でそ
うせざるをえな
いの
が
実情
のよ
うです
。
従業員の偶人情報保護Q&A
難盤襲撃
三 幻
何社か員
注 の
意給し 与な 計
け 算
れ 、ぱ社い 会け 保な 酸い 聞
と震は税あ 理り 士ま にす 任か せ。 て
ま
すが
望書
給与計算
や情報処理
業務等
の外
部委託
のため、
従業員
等の個
人デー タを
委託
先に
移転
する
ことが
あ
ります。
これ
は、
個人情
報保護法
二
三条
一項の
定め
る
「第三者
へ
の提
供」
に該
当しな
いの
で、
本人か
ら事前
の同
意を得
る必要
はあり
ません。
しかし、
委託
先で 情
報の漏
え
いや
流失
等のトラ
ブ
ルを
防止す
るた
め、
委託先
に
対し必要か
つ
適切な監督を行わ
なければ
なりま
せ
ん(
一一
一一条
)。
雇用管理指針
によれ
ば、
そのため
の具
体的 措置と
して、
個人
デlタ
の漏
えい
・盗
用の
禁止
、
再委託
お
よび再々
委託を行う
際にし
て
の委
託元
へ
の文
書によ
る報
告、
委託契約期間
等の明
記、
委託契約終了
後の個
人デ1タ
の返
却
・破
棄、複写
・複製
の禁
止等
を、
委託先と
の契
約
の内
容に盛り
込
むとと
もに、
それらが
道守さ
れ
ている
か
を確認
するこ
とも求め
られ
てい
ま
す。
また、
委託先
の選
定にあた
って
は
、そ
の選
定基準を設け
て、
個人情
報保護
や情
報セ
キ
ュリ
ティに
努め
てい
る適切
な業
者を
選択
する
こ
とも重要です。
n J
働
職場の
安全衛生
のために
従業員等に
健康惨害
受け
させて、
‘，匝多
数の健康情報
を保有し
ていま
す。
健康に関する情報の
aj
取り扱い
で特に留意す
べきことに
ついて
教えてくださ
い。
意E
従業員
の安
全
や健康
の確
保のため、
企業は
従業員
の健
康状態を
十分に把
握し
てお
かなければ
なりませ
ん。
他方、
健康
に
かかわ
る情
報
(以下、
健康情報と
い
う)
は個
人情
報
の中
でもとり
わけセ
ンシテ
ィブ
な
情報
で、
厳格
に保
護さ
れる
必
要がありま
すので
、
企業は
その
適正な
取り
扱いを
より
いっ
そう図ら
なければなり
ません。
@健
康情報の取得
この
こと
から、
健康情報
の取
り扱
い
につ
いて
は、
その
特殊
性を考
慮し
て、
厚生
労働省
か
ら、「雇
用管理に関する
個人情報
のう
ち健
康情報を取り扱う
に当
たって
の
留意事項」
(以
下、
「健康情報留
意事項」
とい
う)
が一
不さ
れて
いま
す。
企業は、
個人
情報保護
法お
よび雇
用
管理指
針の
ほかに、
こ
の健
康情報留意事項
をふ
まえ
て、
従業員
の
健康情
報を
取り扱
って
い
かなければな
り
ません。
法定
の
健康
診断
に
つい
て
は、
そ
の結
果に基づ
き適切な措置を講
じること
によ
り、
従業員
が健
康を維
持しながら就
業できる
ようにする
こと
が目的である
の
に対し、
法定外
の健
康診
断やそ
の他の健
康情報
の収集に
つい
て
は、
それぞれ
の
目的は異なる
ので
、
それぞれを
行う
にあた
って
、
それを通じ
て取
得す
る
健康情報
の利
用目的を具
体
的か
つ
個別的
に特
定しなけ
ればなり
ません。
従業員の個人情報保設Q&A
実際
に、
健康診
断やそ
の他の
方
法を
通じ
て従
業員か
ら直
義に健
康情
報を収
集しよう
とす
るに
際し
ては、
企業は
通常、
そ
の利
用目的
を示したう
え
で、
従業員本人
の同
意を得な
けれ
ばな
りませ
ん。
ただし、
法定
の
健康診断
のよ
う
な法
令に基づ
く場合
や、
人の
生
命、
身体ま
たは財
産の
保
護のために
必
要で
あり、
かつ
本
人の同
意を得る
こと
が困
難であ
る場
合等、
特
別な場合は
この
限
りではあ
り
ません。
他方、
提出
された診
断書
の内
容以外に従
業員
の
健康情
報を
医療機関
から取
得
する
必要が
ある
場合
に関し
ては、
健康情報留意
事項
によれ
ば、
企業はあら
かじめ、
その
取得
目的を従
業員
に明
らか し
て承
諾
を得るとと
もに、
必要に応じ
て、
従業員本人
を介し
て取
得
する
の
が望まし
い、
とさ
れていま
す。
本来、
医療機
関か
らすれ
ば、
企業
からの求
め
に応じ
て情
報
を提供
することは、
個人
情報保護
法三ニ条の
「第三者
へ
の提
供」
に該
当したり、
または同
一六
条の
「利用目的
によ
る制限
」に
抵触
することとな
り、
本人から事
前の同
意がなけれ
ば、
許されませ
ん。
とは
いえ
、
本法上
、
当該同
意は
、
医療
機聞か
ら情
報の提
供を受
ける企
業側が得な
ければならな
いもので
は
あり
ません。
しかし、
健康情
報が特に慎重な取
り扱
い
を要
す
るセ
ンシティ
ブな
情
報である
こと
から、
健康情報留意
事項
に
おい
ては、
企業自ら
も、
あらかじめ従
業員
本人か
ら承諾を得
るとともに、
医療
機関か
ら直
接に情
報を
取得す
る
ので
はな
く、本人
を通じて取
得
するこ
とを求め
られ
てい
ま
す。
同様
に、
健康保険組合
等に対し
て従
業員
の
健康情報
の提
供を求め
る場
合に
つい
て
も、
健
康情報留意事
項によると、
企業と
健康保
険組合と
は異
な
る法
的主
体である
ことか
ら、
企業
はあらかじめ、
そ
の取
得目的を従
業
員に明
らかにし
て承
諾を得ると
ともに、
必要に応じ
て、
従業員
本人を介し
て取
得
する
のが
望まし
い、
とさ
れていま
す。
ただし、
健康保険組合
等と
共同
で
健康診断
実施す
る場
合
等にお
いて
、
個人
情報保護法
二三
条四項
三号の要
件を
満たす
ときは、
企業は第
三者で
はなく
「共
同
利用
者」
で
すから、
従業員本人
から同
意を得
る必
要はあり
ません。
以上、
健康情報
の取
得
につ
いて
、
企業
が遵守な
いし
配
慮す
べき
その
方
法ま
たは手
続きを
述べ
てき
ました。
その
ほか、
健康情報留
意事項
は、
健康情報
のう
ち社会的偏見
や差別を生
じさせ
る
おそれ
のあ
る情
報に
つい
て
、
そ
の取
得を禁
止して
いま
す。
つま
り、
HI
V感
染症
やB型
肝
炎等、
通常
の業
務
にお
い
て感染し
たり
、
蔓延
したり
する可
能性
の低
い感
染症
に関
する情
報や、
色覚検査
の
結果
等遺伝情報
に
ついて
は、
職業上
の
特別
な必要
性が
ある場
合を
除き、
企業は
、
従業員
等か
ら
一律
に取
得す
べ
きでな
い、
とさ
れていま
すc
@健康
情報の利用
従業員
の
健康情
報の利
用に
つい
ては他の個
人情報と
同じく、
個人
情報保護法
二ハ条
に基
づき
、
企業は原則
として
、
あらかじ
め特
定し従
業
員に示した利
用目
的による制
限を受け、
その
利用目的
の範
囲を超え
て利
用し
てはな
りませ
ん。
それ
に加え、
健康情報
の適
正
な取
り
扱い
および秘
密保持を徹底す
るため、
健康情報留意事項
にお
い
て、
以下
のこ
と
も求め
られ
てい
ま
す。
まず、
健康診断
の結果
のう
ち病名、
検査値
等いわゆ
る生
デlタ
の取
り
扱い
につ
いて
は、
その利
用に
あた
っ
て医
学的知
識に
基づ
く加
工または判
断等を
必要
とする
ことが
ある
ので
、
従業員の個人情報保護Q&A
産業保健
業務従事者
(産業医
や保
健師等)
に行
わせる
こと。
次に、
産業
保健業務従
事者
以外
の者
、
たとえば直
属の上
司や
人事労務担
当者
に
健康情報
を取
り扱わ
せる
時は、
これ
ら
の者の取
り扱う健
康情報
が
、就
業上
の配
慮や
措置、
ある
いは
適正配置
等と
いっ
た利
用目的
の達
成に
必要な範囲
に限
定
される
よう、
必要に応じ
て産
業医
等が健
康情
報を適切
に加工
したう
えで提
供
するな
ど
の措
置を講
ずる
こと、
です
。
この
よ
うに、
従業員
の
健康情
報を厳格
に保護
するため、
企業は
、
健康情
報を
取り扱う者
をで
きるだけ
限定
するとともに、
これ
らの
者
の職
務
およ
びその
遂
行に応じた
必要最小限
の
健康情
報のみ
し
か利用させ
ないこ
とに
するよう
求
めら
れて
いま
す。
@健康情報
の取り扱いに関す
る規程の作
成
従業員
の健
康情報
の取
り扱
いは
、
産業医
や保
健師等
の産
業
保健業務従事
者のも
とで
二冗
的に
行
われることが
望まし
い、
とさ
れて
いま
す。
しかし
実際
には、
健康診断
等が企業
外
の
医療機関
に委
託され、
それに
伴
っ
て従
業員
の健
康情報
の全
部ま
た
は一
部が当
該医療機関と
頻繁
にや
りと
りされたり
、
また
、企
業内
にお
い
て産業
保健業務従事者
以外
の者
、
たとえ
ば
人事労務担当者
や直属
の上司に
よって
、
従業員
の健
康情
報が
取り扱
われることが
一般
的に
よく
見受
けられま
す。
この
よ
うな現
状にかん
がみ
て、
健康情報留意事
項は
、企
業に対し、
健康情報
の適
正な取
り扱
いに
関
する規
程を作
成し、
従業員
に
当該規程を十分周知す
るとと
もに、
健康情
報を
取り扱
うこととなる関
係者
に当
該規
程に従
っ
て健
康情
報を取り
扱わ
せる
こと
を求
めて
いま
す。
具体的
に、
い
かなる内
容の規
程を作成
する
ことが
求められ
てい
るかと
いえ
ば、
次のよ
う
な事項
に関
するも
ので
す。
①健康情報
の利
用目的
に関
する
こと、
②健康情
報にかか
る安
全管理体
制に関
する
こと
、
③健康情報を
取り扱う者
お
よびそ
の権
限、
取り扱
う健
康情報
の範囲に関
する
こと、
④健康情報
の開
示、
訂正
、
追加
または削
除の方
法に関
すること、
⑤健康情報
の取
り
扱いに
つい
ての
苦情
の処
理に関
す
るこ
と、
です
。
この
規
程の
作成
に際し
ては、
企業は衛
生委
員会等
で審
議を行
った
うえ
で、
労働組合等
に
通知し、
必要に応じ
て協
議を行う
こと
も求
めら
れていま
す。
なお、
従業員
の
健康情報
は
、医
療機関
にお
いて
「医療
・介護関係事業
者に
おける個
人
情
報の適
切な取
扱い
のため
のガイドラ
イン」
に基づ
き取り扱わ
れ、
また、
健康保険組合
にお
いて
「健
康保険組合
等における個
人情報
の適
切な取
扱い
のため
のガイドラ
イ
ン」
に基づ
き
取り扱わ
れま
すので
、
企業は
、
特に
安全
管理措置
等
に
つい
て
、
双方
のガイ
ドラ
イ
ン
の内
容
につ
い
ても
留意す
る必要
があります。
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個人
情報保護法
では、
本人から求め
があれば、
二疋
の場
合を除き、
それ
に応
じて
保
有個人
デー
タを開
示する
ことが
義務づ
けられ
てい
ます
(二
五条一
項)
。
これ
は、
個人情報
の取
り扱
いの
透
明性
を図るも
ので
す。
本人
によ
る個
人情報
の
開示
の求
めは、
訂正
、
利用停止等
の求め
の前
提と
なる
手続
きで、
本人
の関
与によ
る個
報の適
正な
取り
扱い
の確
保にと
っ
て最
も重要な仕
組み
の一
つで
す。
原則
として
、
本人
から保
有個
人デlタの開
示の
求め
があ
れば、
遅滞なく
それ
に応じなけ
ればなり
ませんが、
開示す
る
こと
がかえ
っ
て適
当でな
い
と考
えられる
一定
の場
合には、
そ
の全部
または
一部を
開示しな
いこ
とが
できる
ことに
なって
いま
す。
いか
なる場
合、
開
示し
なく
てよ
いか
について
は、
以下のとお
りで
す。
①本
人ま
たは
第三者
の生
命、
身体、
財産
その
他の権
利利益を害
するおそれがある場
合、
②個人
情報取扱事業者
の業
務の適
正
な実施
に著し
い
支障
を及ぼすおそれがあ
る場
合、
③他
の法
令に違反
する
こと
となる
場合、
です。
不開
示事由①
は、
本人
または第
三者
の権
利利益
の保
護と
の調
整に関
する規
定で
す。
具体
的に、
こ
の不
開示事由
に該
当す
る
のは
い
かなる場
合で
ある
かに
つい
てみてみ
ます。
たとえば、
開示
により
本人
の権
利利益
が害
される
おそれ
のあ
る事例と
して
、疾
病の
事実
や治
癒の見
込みな
ど
の情
報であ
って
、
その開
示により
本人が重
大な精
神的苦痛
を受けた
り、
病状
が悪化
するおそ
れがある場
合等が考
えら
れます。
また、
開示に
より
第
三者
の権
利
利益
が害
される
おそれ
の
ある
事例
としては、
本人
の保
有個
人デ!タ
の中に、
第三者に
よる
本人
へ
の評
価等が含
まれてお
り、それ
が本人
に知
られること
により
、
第三
者が危害や重大
な精
神的苦痛を
受けた
り、
正当な利益を損
なわれ
るお
それがある場
合等
が考えら
れます。
不開示
事由②は
、個
人情報
取扱事業者
の権
利利益
の保
護と
の調
整に
関する規
定です
。こ
の不
開示事由
に該
当す
る事例
として
は、
保有個人
デl
タを
開示する
こと
により
、
個人情
報
取扱事業者
の重要
な企業
秘密が
明ら
かに
なるお
それがある場
合、
評価
や試験等
の適正な実
施が妨げら
れる
おそれが
ある場
合、
両当事者間
における
公正
な交渉
・取引
に重大
な支障を
生じさせる
おそ
がある場
合等が考
えら
れます。
不開
示事由③
は、
個人情
報の
開示
を制限
する他
の法
令と
の調
整に関
する規
定です
。
たと
えば、
開示を求め
た本
人
に関
する保
有個人
デl
タと刑
法
二ご四
条の秘
密漏示
罪における他
人の
秘
密が混在し
一体
とな
って
い
るよ
うな場
合等
が考
え
られ
ます。
これ
ら
のう
ち、
いず
れか
に該
当す
る場
合、
開示しな
いこ
とがで
きること
にな
ります。
そ
して
実際
に、
不開示と決定し
たときは、
本人
に対
しその
旨
を遅
滞なく通知
する
(二
五条二
項)
とともに、
そ
の理
由を説
明す
るよう
努め
ることが
求め
ら
れて
いま
す。
従業員の個人情報保護Q&A
絞M人事考課はもともと会祉の専
権事項で極
秘になってい
るので開示
したくあり
ません。
もし、
開示して
「おかしい」
「納得できな
い」
と町正
等が求められたら、
どう対処した
らいい
のですか。
聖書
従業員
の個
人情
報の開
示にお
い
て最
も問
題と
なる
のは、
人事情報、
とり
わけ
人事考課情報
が個
報保護
法二
五条
一項
の
定め
る開
示義務
の対
象
となる
のか
どうか
です
。
本法
では、
事実情報
だけではな
く、
評価情報も
開示
の対
象
とな
っ
てい
ま
す。
したが
って
、
人事
考課情報も
原則と
して開
示しなければなり
ません。
ただし
、
その
開示が
不開示
事
由の
「業務
の適正
な実施
に
著し
い
支障
を及ぼす
おそれがあ
る場
合」
に
該当す
る場
合
は、
こ
の限
りではあ
りませ
ん。
しかし、
成果
主義的人
事制
度の進
展に伴
い、
人事考課
情報
の
開示が当
該制度
の適正な
実
施(
その
客
観性
、
公正性お
よび透
明性
の維
持確保)
にと
っ
て必
要不可欠
で
あり、
前述
の不
開
一不
事由
に該
当
する
とは
い
えなく
なり
、
人事考課情報も
、そ
のすべ
てと
までは
いえ
ません
が、
少なくと
も
その
一部は、
開示義務
の対
象
となると考
えざ
るをえ
ません。
雇用管理指針
の解
説も
、
その
行
聞から察
すると、
人事評価
や選
考に関
する
個々 人
の情
報
を一
定程度開示す
る
こと
が望まし
いもの
と
の見
解
に立
っ
てお
り、
それを前
提に、
当該情報
の取
り
扱いや
、
不開示と
する
事項
に
つい
て労
働組合等と
協議
したう
え
で決
定
する
こと、
お
よび、
そ
の決
定内容を
明確
に提示し
、
周知徹底
すること
を求
めてい
ま
す。
他方、個人
情報保護法
では、
誤っ
た内
容の個
人デlタ
が保
有さ
れ利用され
ること
により
本人
の権
利利
益が侵
害
され
るリス
クを
抑止
する
こ
とを目
的
として、
本人
か
ら保有個人
デ
l
タの
内容が事
実でな
い
ことを理
由にその訂
正、
追加
または削
除を求め
られた場
合、
利用目
的の
達
成に
必要
な範囲
内にお
いて
、
遅滞
なく必要な調
査を
行い、
その
結
果に
基づ
き、
当該
保有個
人デlタ
の内
容の訂
正等を行
うことが
義務づ
けら
れていま
す
(二六
条
一項
)。
本人
の求
めによ
る訂
正等
の対
象が
「事実」
ではな
く、
評価、
診断また
は判
断等
の理
由や
結果
であ
る場
合に
つい
て
は、
個人
情報取扱事業者
自ら
によるか
第三者
による
かを問わず、
それらは、
評価等を
行う者
の判
断ま
たは
意見に委
ねて
いる
こ
とから、
本法
二六
条の
定め
る
訂正等
の義
務の対
象
とは
なり
ません。
したが
って
、
保有個
人デ1タ
の内
容であ
って
も、
人
事考課そ
の他
人事上
の評
価
等に
つい
て本
人によ
る自己評
価と
異
なる
からと
いう
理由
に基づ
き、
従業員本
人か
らその訂
正等が求め
られ
でも、
企業は
それらに応じる
必要はありませ
ん。
ただし、
保有個
人デlタに
お
いて
、
評価等
の理
由や
結果が
それ
ら自体誤記さ
れて
いる
場合、
または評
価等
の前
提と
なる
事実
が記
録され
て
おり、
それに誤
りがある場
合に
は、
そ
の限
りで
訂正等を
行う義務
があ
ります。
しかし、
評価等
の前
提と
なる
事実
に誤
りがある場
合に
つ
いて
は、
当該事
実が訂
正されれ
ば、
評価自体
もお
のず
と変
わる
こと
もある
でし
ょう
が、
評価等
の理
由
や結
果自体
に
つい
て
は、
前述
のと
おり、
訂正等を
行う義務
はありませ
ん。
とは
い
うも
のの
、
是正され
た事実
に基
づき
、
必要があれば、
評価
等の理
由や結
果に
つ
いて
も自主
的に訂
正等が行わ
れるよ
う
期待され
てい
ま
す。
なお、
たと
え保有個
人デlタ
の誤
っ
た内
容に
基づ
き、
誤っ
た契約そ
の他の法
律行為等
が
行わ
れ
てい
たとし
ても、
その是
正は本
法二
六条
の対
象と
する問
題
の範
囲外
です
。
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